
二
〇
三

レ
ン
ツ
ィ
内
閣
に
よ
る
憲
法
改
正
の
結
末
（
高
橋
）

レ
ン
ツ
ィ
内
閣
に
よ
る
憲
法
改
正
の
結
末

高　
　

橋　
　

利　
　

安

 

は
じ
め
に

一 

レ
ン
ツ
ィ
・
ボ
ス
キ
改
革
の
内
容
（
そ
の
一
）
―
二
院
制
改
革

二 

レ
ン
ツ
ィ
・
ボ
ス
キ
案
の
内
容
（
そ
の
二
）
―
国
と
州
の
権
限
配
分
の
見
直
し

三 

一
二
月
四
日
の
国
民
投
票
の
結
果

四 

国
民
投
票
後
の
行
方

は
じ
め
に

憲
法
第
二
部
（「
共
和
国
の
政
治
制
度
」）
を
対
象
と
し
た
戦
後
最
大
規
模
の
憲
法
改
正
法
案
は
、
両
院
で
は
可
決（

（
（

さ
れ
た
が
、
二
〇
一
六

年
一
二
月
四
日
に
行
わ
れ
た
国
民
投
票（

（
（

で
、反
対
五
九
・
一
二
％
、賛
成
四
〇
・
八
八
％
（
投
票
率
六
五
・
四
七
％
）
で
否
決
さ
れ
た
。
レ
ン
ツ
ィ

（M
atteo Renzi

）
に
と
っ
て
予
想
に
反
し
た
大
敗
で
あ
っ
た
。
レ
ン
ツ
ィ
は
、
こ
の
結
果
を
受
け
マ
ッ
タ
レ
ッ
ラ
（Sergio M

attarella

）

大
統
領
に
辞
表
を
提
出
し
た
（
一
二
月
七
日
）。
大
統
領
は
、
政
府
危
機
を
素
早
く
解
決
す
る
た
め
に
、
レ
ン
ツ
ィ
内
閣
の
外
相
で
あ
っ
た



二
〇
四

ジ
ェ
ン
テ
ィ
ロ
ー
ニ
（Paolo Gentiloni

、
民
主
党
）
を
次
期
首
相
に
指
名
し
た
（
一
二
月
一
一
日
）。
指
名
を
受
諾
し
た
ジ
ェ
ン
テ
ィ
ロ
ー
ニ

は
翌
日
、
大
統
領
に
閣
僚
名
簿
を
提
出
し
、
各
大
臣
と
と
も
に
宣
誓
し
、
新
内
閣
が
正
式
に
成
立
し
た（

（
（

。

こ
の
国
民
投
票
の
実
態
は
、
憲
法
改
正
案
が
否
決
さ
れ
れ
ば
、
首
相
を
辞
職
す
る
と
い
う
レ
ン
ツ
ィ
自
ら
の
発
言
も
あ
っ
て
、
憲
法
改

正
案
の
内
容
の
是
非
を
問
う
投
票
か
ら
、
レ
ン
ツ
ィ
個
人
の
政
治
手
腕
お
よ
び
そ
の
内
閣
が
実
施
し
た
政
策
に
対
す
る
信
任
を
問
う
プ
レ

シ
ビ
ッ
ト
に
転
化
し
た
と
い
え
る
。
具
体
的
に
い
え
ば
、
五
つ
星
運
動
や
ベ
ル
サ
ー
ニ
（Pier Luigi Bersani

）
元
書
記
長
、
ダ
レ
ー
マ

（M
assim

o D
’A

lem
a

）
元
首
相
な
ど
の
民
主
党
左
派
を
中
心
と
し
た
改
正
案
の
否
決
を
求
め
る
勢
力
を
中
心
に
、
①
合
意
調
達
・
利
益
配

分
型
の
旧
式
の
政
治
か
ら
強
い
首
相
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
に
よ
る
決
断
主
義
的
な
政
治
へ
の
移
行
と
い
う
レ
ン
ツ
ィ
の
政
治
手
法
、
②
経

済
的
理
由
に
よ
る
解
雇
の
規
制
緩
和
、
有
期
労
働
・
有
期
派
遣
労
働
の
原
則
自
由
化
（Jobs A

ct

）
に
示
さ
れ
る
一
層
の
労
働
市
場
の
柔

軟
化
政
策
、
厳
格
な
財
政
健
全
化
策
な
ど
国
民
に
不
人
気
な
政
策
、
の
是
非
を
主
要
な
争
点
に
据
え
る
言
説
が
有
力
に
展
開
さ
れ
た
。
そ

の
結
果
、本
来
の
争
点
で
あ
る
憲
法
改
正
案
の
内
容
を
め
ぐ
る
議
論
が
国
民
ま
た
専
門
家
の
間
で
も
十
分
深
め
ら
れ
る
こ
と
は
な
か
っ
た
。

国
民
投
票
の
対
象
と
な
っ
た
憲
法
改
正
案
の
正
式
名
は
、「
対
等
な
両
院
制
の
克
服
、
国
会
議
員
定
数
の
削
減
、
政
治
諸
制
度
の
機
能

に
係
る
コ
ス
ト
の
抑
制
、
経
済
労
働
国
民
会
議（

（
（

の
廃
止
お
よ
び
憲
法
第
二
部
第
五
章
の
見
直
し
に
関
す
る
規
程
（D

isposizioni per il 

superam
ento del bicam

eralism
o paritario,la riduzione del num

ero dei parlam
entari,il contenim

ento dei costi di funzionam
ento 

delle istituzioni,la soppressione del CN
E

L e la revisione del titolo V
 della parte seconda della Costituzione

）」
と
い
う
長
い
名
称
で
、

法
案
の
署
名
者
で
あ
る
レ
ン
ツ
ィ
首
相
と
ボ
ス
キ
（M

aria Elena Boschi
）
憲
法
改
正
お
よ
び
議
会
と
の
関
係
担
当
大
臣
の
名
前
を
取
っ

て
レ
ン
ツ
ィ
・
ボ
ス
キ
案
と
呼
ば
れ
て
い
た
。
こ
の
改
正
案
は
、
名
称
が
示
し
て
い
る
よ
う
に
憲
法
第
二
部
「
共
和
国
の
政
治
制
度
」
の

多
く
の
条
項
を
改
正
の
対
象
と
し
て
い
る
（
現
憲
法
第
二
部
を
構
成
す
る
八
〇
ヵ
条
の
う
ち
三
〇
条
に
も
及
ぶ
）
が
、
そ
の
主
要
な
内
容
は
、
次



二
〇
五

レ
ン
ツ
ィ
内
閣
に
よ
る
憲
法
改
正
の
結
末
（
高
橋
）

の
二
点
に
あ
る
こ
と
は
衆
目
の
一
致
す
る
と
こ
ろ
で
あ
っ
た
。

第
一
は
、
現
行
の
「
権
限
が
対
等
で
構
成
に
相
違
が
な
い
」
二
院
制
を
克
服
し
、
上
院
を
国
民
代
表
機
関
か
ら
領
域
団
体
（istituzioni 

terittoriali
）
を
代
表
す
る
議
院
に
変
更
、
立
法
機
能
を
削
減
し
、
政
府
信
任
権
を
奪
う
形
で
「
構
成
と
権
限
が
相
違
す
る
」
二
院
制
と
す

る
こ
と
で
あ
る
。

第
二
は
、
競
合
的
立
法
事
項
の
廃
止
お
よ
び
幾
つ
か
の
重
要
な
立
法
事
項
を
国
の
排
他
的
立
法
事
項
へ
移
行
す
る
こ
と
で
、
二
〇
〇
一

年
の
憲
法
改
正（

（
（

に
よ
っ
て
生
じ
た
政
府
と
州
と
の
関
係
の
「
混
乱
」
を
、
整
理
し
安
定
化
す
る
こ
と
で
あ
る
。
換
言
す
れ
ば
、
二
〇
〇
一

年
の
行
き
過
ぎ
た
「
連
邦
制
化
」
か
ら
共
和
国
憲
法
の
本
来
の
構
想
で
あ
る
「
州
国
家
（stato regionale

）」（
（
（

の
枠
組
み
に
基
づ
く
改
革

へ
の
軌
道
修
正
と
も
い
え
る
。

本
稿
の
課
題
は
、
①
建
設
的
な
議
論
が
充
分
展
開
さ
れ
る
こ
と
な
く
国
民
投
票
に
よ
っ
て
否
決
さ
れ
た
憲
法
改
正
案
の
内
容
を
二
院
制

改
革
と
国
と
州
と
の
権
限
の
見
直
し
を
中
心
に
紹
介
・
検
討
す
る
こ
と
、
②
国
民
投
票
の
結
果
の
現
時
点
に
お
け
る
暫
定
的
な
分
析
・
評

価
を
行
う
こ
と
で
あ
る
。
ま
ず
、
改
正
の
対
象
と
さ
れ
た
現
行
の
二
院
制
の
特
徴
と
導
入
経
緯
を
簡
単
に
整
理
す
る
こ
と
か
ら
始
め
る
こ

と
に
す
る
。



二
〇
六

二
〇
六

一 

レ
ン
ツ
ィ
・
ボ
ス
キ
改
革
の
内
容
（
そ
の
一
）
―
二
院
制
改
革

１
．
イ
タ
リ
ア
共
和
国
憲
法
が
選
択
し
た
二
院
制

（
１
）　

基
本
的
な
特
徴（

（
（

―
「
対
等
な
二
院
制
」

改
革
の
対
象
と
な
っ
た
二
院
制
の
特
徴
は
「
権
限
が
対
等
で
構
成
に
差
異
が
な
い
」
こ
と
に
あ
る
（
イ
タ
リ
ア
の
学
説
は
、「
完
全
な
る
二

院
制
（bicam

eralism
o perfetto

）」、「
対
等
な
二
院
制
（bicam

eralism
o paritario

）」
と
定
義
し
て
い
る
）。

権
限
が
対
等
で
あ
る
と
い
う
こ
と
に
関
し
て
は
、「
立
法
権
能
は
両
院
が
共
同
し
て
行
使
す
る
」（
憲
法
七
〇
条
）、「
政
府
は
両
院
の
信

任
を
有
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」（
憲
法
九
四
条
）
と
い
っ
た
憲
法
規
定
に
根
拠
が
あ
る
。
日
本
国
憲
法
が
認
め
て
い
る
よ
う
な
下
院
の
優

越
は
一
切
存
在
せ
ず
、
両
院
で
議
決
が
異
な
っ
た
場
合
の
両
院
協
議
会
の
よ
う
な
調
整
メ
カ
ニ
ズ
ム
も
憲
法
上
用
意
さ
れ
て
い
な
い
。

「
構
成
に
差
異
が
な
い
」
点
に
つ
い
て
は
、①
両
院
議
員
と
も
に
イ
タ
リ
ア
国
民
に
よ
っ
て
直
接
選
出
さ
れ
る
こ
と
、②
選
挙
制
度
も
「
上

院
は
州
を
基
礎
と
し
て
選
ば
れ
る
」（
同
五
七
条
）
と
憲
法
に
規
定
さ
れ
て
い
る
が
、
両
院
の
選
挙
制
度
の
基
本
的
仕
組
み
に
相
違
は
な
い

こ
と
、
③
任
期（

（
（

と
選
挙
期
日
が
同
一
で
あ
る
（
両
院
と
も
に
解
散
制
度
あ
り
、
両
院
が
同
時
に
解
散
さ
れ
る
）
こ
と
に
基
づ
い
て
い
る
。
た
だ
、

①
に
つ
い
て
は
、
下
院
の
選
挙
権
お
よ
び
被
選
挙
年
齢
権
が
そ
れ
ぞ
れ
一
八
歳
と
二
五
歳
で
あ
る
一
方
で
、
上
院
の
そ
れ
が
二
五
歳
と

四
〇
歳
で
あ
る
と
い
う
相
違
が
あ
る
。

（
２
） 

「
対
等
な
二
院
制
」
導
入
の
経
緯

（
９
）



二
〇
七

レ
ン
ツ
ィ
内
閣
に
よ
る
憲
法
改
正
の
結
末
（
高
橋
）

二
〇
七

「
対
等
な
二
院
制
」
は
、
憲
法
制
定
議
会
に
お
け
る
左
翼
（
社
会
党
・
共
産
党
）、
キ
リ
ス
ト
教
民
主
党
、
共
和
党
・
行
動
党
（
い
ず
れ
も

知
識
人
を
中
心
と
し
た
リ
ベ
ラ
ル
左
派
の
世
俗
政
党
、
以
下
で
は
共
和
党
に
こ
の
グ
ル
ー
プ
の
見
解
を
代
表
さ
せ
る
）
の
妥
協
の
産
物
で
あ
っ
た
。
ま

ず
、
左
翼
は
、
ル
ソ
ー
流
の
主
権
論
（「
主
権
は
一
つ
（
そ
れ
は
人
民
）
で
あ
り
、
主
権
を
代
表
で
き
る
機
関
を
複
数
の
機
関
に
分
割
す
る
こ
と
は
考

え
ら
れ
な
い
」）
を
基
礎
に
一
院
制
を
主
張
し
た
。
し
か
し
、
こ
の
主
張
の
背
後
に
は
、
第
二
院
が
経
済
・
社
会
制
度
の
改
革
を
妨
害
す
る

可
能
性
が
あ
り
、
そ
れ
を
排
除
す
る
と
い
う
政
治
的
な
思
惑
が
あ
っ
た
。

こ
れ
に
対
し
て
、
キ
リ
ス
ト
教
民
主
党
は
、
審
議
を
よ
り
深
め
、
技
術
的
に
改
善
さ
れ
た
も
の
に
す
る
熟
議
の
機
能
、
特
別
の
能
力
や

資
格
を
持
っ
た
主
体
（
職
業
的
利
益
、
経
済
・
生
産
部
門
、
地
方
機
関
）
を
代
表
す
る
こ
と
で
政
治
代
表
を
補
完
す
る
機
能
を
果
た
す
べ
き
も

の
と
し
て
の
第
二
院
を
構
想
し
た
。

ま
た
、
共
和
党
は
、
国
家
レ
ベ
ル
の
意
思
決
定
に
も
権
限
を
持
っ
た
州
（
分
権
の
中
心
的
な
担
い
手
）
の
代
表
機
関
と
し
て
の
第
二
院
を

提
案
し
た
。
こ
れ
は
、
イ
タ
リ
ア
王
国
成
立
以
来
の
中
央
集
権
的
な
国
家
体
制
の
変
革
を
改
革
の
中
心
と
し
た
路
線
に
基
づ
い
て
い
た
。

以
上
の
三
つ
の
構
想
の
対
立
は
、
次
の
よ
う
な
経
過
で
妥
協
に
達
し
た
。
ま
ず
、
一
院
制
か
二
院
制
の
選
択
に
つ
い
て
は
、
左
翼
が
、

両
院
と
も
人
民
の
普
通
・
直
接
選
挙
に
よ
っ
て
選
出
さ
れ
、
同
じ
権
限
を
持
つ
こ
と
を
条
件
に
二
院
制
を
受
け
入
れ
た（

（1
（

。
次
に
両
院
の
果

た
す
べ
き
機
能
に
つ
い
て
は
、
左
翼
が
第
一
院
（
下
院
）
の
優
越
を
前
提
に
両
院
が
異
な
っ
た
機
能
を
果
た
す
べ
き
で
あ
る（

（1
（

と
し
た
の
に

対
し
て
、
キ
リ
ス
ト
教
民
主
党
は
、
両
院
が
、
機
能
に
お
い
て
完
全
に
対
等
で
あ
る
べ
き
で
あ
り
、
こ
の
点
こ
そ
が
二
院
制
の
不
可
欠
な

要
素
で
あ
る（

（1
（

と
対
立
し
た
。
し
か
し
、
最
終
的
に
は
憲
法
委
員
会
第
二
小
委
員
会
の
採
決
の
結
果
、
後
者
の
立
場
が
勝
利
し
た（

（1
（

。
最
後
に
、

第
二
院
の
構
成
・
選
出
方
法
に
つ
い
て
は
、
第
二
院
を
州
の
代
表
機
関
と
す
る
共
和
党
の
構
想
は
、
敗
北
し
、「
上
院
は
、
州
を
基
礎
に

選
出
さ
れ
る
」（
五
七
条
一
項
）
と
い
う
規
定
に
と
ど
め
ら
れ
、
両
院
議
員
の
選
挙
方
法
に
ど
の
よ
う
な
相
違
を
も
た
ら
す
か
は
、
通
常
の



二
〇
八

立
法
者
に
委
ね
ら
れ
た（

（1
（

。

さ
ら
に
、「
対
等
な
二
院
制
」
の
採
用
に
至
っ
た
政
治
的
背
景
に
は
、
憲
法
制
定
議
会
の
議
席
数
で
ほ
ぼ
拮
抗
し
（
社
会
党
・
共
産
党

二
〇
九
議
席
、
キ
リ
ス
ト
教
民
主
党
二
〇
七
議
席
、
三
党
で
総
議
席
の
約
八
割
）、
始
ま
り
つ
つ
あ
っ
た
冷
戦
型
国
内
政
治
の
担
い
手
で
あ
っ
た

左
派
（
特
に
共
産
党
）
と
キ
リ
ス
ト
教
民
主
党
と
の
間
に
存
在
し
た
相
互
不
信
が
あ
っ
た
。
ま
た
、
フ
ァ
シ
ズ
ム
体
制
下
で
の
権
力
集
中

へ
の
反
省
か
ら
権
力
分
散
型
の
統
治
の
選
択
が
求
め
ら
れ
た
た
め
で
も
あ
っ
た
。
こ
う
し
て
、
熟
議
型
の
意
思
決
定
（
対
等
な
二
院
制
）、

多
元
的
な
権
力
抑
制
機
関
（
憲
法
保
障
機
関
と
し
て
の
大
統
領
、
憲
法
裁
判
所
、
州
）、
な
ど
が
憲
法
典
に
盛
り
込
ま
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

２
．「
対
等
な
二
院
制
」
か
ら
「
構
成
と
権
限
が
異
な
る
二
院
制
」
へ
の
処
方
箋

対
等
な
二
院
制
に
つ
い
て
は
、
主
と
し
て
以
下
の
二
点
の
欠
陥
が
指
摘
さ
れ
て
き
た（

（1
（

。
ま
ず
、
議
会
に
お
け
る
決
定
を
遅
延
さ
せ
、
安

定
し
た
多
数
派
（
政
府
）
の
形
成
が
困
難
で
あ
る
と
い
う
政
治
環
境
と
相
俟
っ
て
、
議
会
の
機
能
不
全
を
招
く
要
因
と
な
る
点
で
あ
る
。

こ
の
た
め
、
政
府
提
出
法
案
を
優
先
的
に
審
議
さ
せ
る
手
段
を
持
た
な
い
政
府
は
、
重
要
法
案
を
迅
速
に
審
議
さ
せ
る
手
段
と
し
て
、
緊

急
法
律
命
令（

（1
（

や
政
府
の
信
任
を
か
け
た
法
案
採
択
を
多
用
す
る
事
態
に
な
っ
た
。

第
二
に
、
内
閣
が
両
院
の
信
任
を
得
な
く
て
は
な
ら
ず
、
両
院
で
多
数
派
が
異
な
る
「
ね
じ
れ
現
象
」
が
生
じ
る
と
直
ち
に
政
府
危
機

に
直
結
す
る
点
で
あ
る
。
こ
の
た
め
、
両
院
の
政
治
的
構
成
の
同
一
性
を
担
保
す
る
よ
う
な
選
挙
制
度
が
要
請
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。
し

か
し
、
二
〇
一
三
年
総
選
挙
で
は
、
下
院
は
中
道
左
派
、
上
院
は
中
道
右
派
と
両
院
で
異
な
っ
た
多
数
派
が
形
成
さ
れ
た
。
こ
れ
は
、
多

数
派
プ
レ
ミ
ア
ム
（
最
多
得
票
の
候
補
者
連
合
ま
た
は
候
補
者
名
簿
に
議
席
総
数
の
約
五
五
％
が
与
え
ら
れ
る
制
度
）
が
適
用
さ
れ
る
レ
ベ
ル
が
、

下
院
で
は
全
国
、
上
院
で
は
州
と
、
両
院
で
異
な
る
と
い
う
二
〇
〇
五
年
選
挙
法
の
産
物
で
あ
っ
た
。
こ
の
選
挙
結
果
か
ら
、
新
内
閣
の
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レ
ン
ツ
ィ
内
閣
に
よ
る
憲
法
改
正
の
結
末
（
高
橋
）

形
成
が
非
常
に
困
難
と
な
っ
た
。

以
上
の
欠
陥
を
克
服
す
る
た
め
に
様
々
な
憲
法
改
正
の
試
み
が
繰
り
返
し
て
行
わ
れ
て
き
た
が
い
ず
れ
も
失
敗
に
終
わ
っ
た（

（1
（

。
こ
う
し

た
過
去
の
経
験
を
踏
ま
え
て
、
レ
ン
ツ
ィ
・
ボ
ス
キ
案
は
「
対
等
な
二
院
制
」
か
ら
「
権
限
と
構
成
が
異
な
る
二
院
制
」
へ
と
移
行
す
る

た
め
の
処
方
箋
を
提
示
し
た
。
そ
の
内
容
の
概
要
を
紹
介
す
る
こ
と
に
し
よ
う
（
以
下
レ
ン
ツ
ィ
案
と
表
記
す
る
）（

（1
（

。

（
１
） 

異
な
っ
た
構
成
へ
の
処
方
箋
―
上
院
の
領
域
団
体
の
代
表
機
関
化

レ
ン
ツ
ィ
案
は
二
院
制
を
維
持
し
た
が
、
現
行
で
は
下
院
と
と
も
に
「
国
民
の
代
表
」
で
あ
っ
た
上
院
を
、
名
称
こ
そ
当
初
の
政
府
案

の
「
自
治
団
体
上
院Senato delle A

utonom
ie

」
で
は
な
く
「
共
和
国
上
院
」
を
維
持
し
た
が
、「
領
域
団
体
の
代
表
」
の
院
、
具
体

的
に
は
コ
ム
ー
ネ
、
大
都
市
、
州
を
代
表
す
る
院
へ
と
そ
の
基
本
的
性
格
を
変
更
し
た
。
こ
の
た
め
、
上
院
議
員
の
選
出
方
法
も
国
民
に

よ
る
直
接
選
挙
か
ら
、
州
（
ト
レ
ン
テ
ィ
ー
ノ
お
よ
び
ボ
ル
ツ
ァ
ー
ノ
特
別
自
治
県
を
含
む
、
以
下
同
様
）
ご
と
に
現
職
の
州
議
会
議
員
お
よ
び

州
の
領
域
内
の
市
町
村
長
の
中
か
ら
党
派
的
構
成
に
比
例
し
て
、
州
議
会
が
選
出
す
る
間
接
選
挙
へ
と
変
更
し
た（

（1
（

。
具
体
的
に
は
、
上
院

は
、
基
本
的
に
は
七
四
名
の
州
議
会
議
員
お
よ
び
二
一
名
の
市
町
村
長
、
合
計
九
五
名
か
ら
構
成
さ
れ（

（2
（

、
現
行
の
議
員
定
員
三
一
五
の
大

幅
な
削
減
を
意
味
し
た
（
表
1
参
照
）。
す
な
わ
ち
、
上
院
議
員
は
、
州
議
会
議
員
お
よ
び
首
長
と
の
兼
職
で
あ
り
、
歳
費
も
議
員
お
よ
び

首
長
の
歳
費
の
み
（
上
院
議
員
と
し
て
歳
費
は
無
償
）
が
前
提
と
さ
れ
た
。

こ
の
提
案
の
背
後
に
は
、「
地
方
自
治
体
お
よ
び
州
機
関
の
要
求
・
利
益
を
中
央
へ
有
効
に
伝
達
し
、
ま
た
全
国
的
要
求
・
利
益
を
地

方
自
治
機
関
や
州
機
関
へ
有
効
に
伝
達
す
る
こ
と
を
可
能
に
す
る
た
め
に
、
第
二
院
の
中
に
地
方
・
州
機
関
を
共
存
さ
せ
る
」（

（2
（

と
い
う
着

想
が
あ
っ
た
。
以
上
の
州
議
会
に
よ
る
選
出
に
加
え
て
、
大
統
領
に
よ
る
任
命
に
よ
る
五
名
の
上
院
議
員
（
任
期
は
終
身
で
は
な
く
、
大
統
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表１　州ごとの上院定数の配分表

州および自治県 国勢調査2011 議席 議席ごとの平均人口
ピモンテ 4,363,916 7 623,416
ヴァッレ・ダオスタ 126,806 2 63,403
ロンバルデイーア 9,704,151 14 693,153
ボルツァーノ自治県 504,643 2 252,321
トレント自治県 524,832 2 262,416
ヴェーネト 4,857,210 7 693,887
フリウリ・ヴェネツィア・
ジューリア 1,218,985 2 609,492

リグーリア 1,570,694 2 785,347
エミーリア・ロマーニャ 4,342,135 6 723,689
トスカーナ 3,672,202 5 734,440
ウンブリア 884,268 2 442,134
マルケ 1,541,319 2 770,659
ラツィオ 5,502,886 8 687,860
アッブルツォ 1,307,309 2 653,654
モリーゼ 313,660 2 156,830
カンパーニャ 5,766,810 9 640,756
プーリア 4,052,566 6 675,427
バジリカータ 578,036 2 289,018
カラーブリア 1,959,050 3 653,016
シチリア 5,002,904 7 714,700
サルデーニャ 1,639,362 3 546,454
全体 59,433,744 95 625,618

　出典：Camera dei deputai, servizio studi, La riforma costituzionale, Scheda di lettura, 2016, p. 35
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領
の
任
期
と
同
じ
七
年
）
が
想
定
さ
れ
て
い
た
。
ま
た
、
上
院
議
員
の
任
期
は
、
選
出
母
体
の
州
議
会
議
員
お
よ
び
市
町
村
長
の
任
期
と
同

じ
で
あ
る
。

一
方
、
下
院
の
構
成
に
変
化
は
な
か
っ
た

（
２
） 

権
限
の
差
異
化

　

1

上
院
の
政
府
信
任
権
の
剝
奪
─
唯
一
の
政
治
的
院
と
し
て
の
下
院

レ
ン
ツ
ィ
案
は
、「
下
院
は
、
政
府
と
の
信
任
関
係
の
唯
一
の
担
い
手
で
あ
り
、
政
治
的
指
針
の
形
成
権
、
立
法
権
お
よ
び
政
府
の
行

為
に
対
す
る
監
督
権
能
を
行
使
す
る
」
と
規
定
し
、
上
院
を
政
府
の
信
任
関
係
か
ら
外
し
た
。
こ
の
選
択
は
、
レ
ン
ツ
ィ
案
が
上
院
を
①

国
民
か
ら
直
接
選
出
さ
れ
る
国
民
代
表
機
関
で
は
な
く
、
州
議
会
に
よ
っ
て
選
出
さ
れ
る
共
和
国
を
構
成
す
る
地
方
統
治
体
（
領
域
団
体
）

の
代
表
機
関
、
②
州
議
会
の
改
選
ご
と
に
議
員
が
部
分
的
に
入
れ
替
わ
る
解
散
制
度
の
な
い
常
設
の
院
と
位
置
付
け
た
こ
と
か
ら
導
き
出

さ
れ
る
当
然
の
結
果
で
あ
っ
た
。

　

2

立
法
権
の
配
分
・
立
法
手
続
の
改
革

レ
ン
ツ
ィ
案
は
、
従
来
の
立
法
過
程
を
め
ぐ
る
問
題
の
解
決
を
目
指
し
て
、
立
法
手
続
の
根
本
的
な
改
革
を
提
案
し
た
。
そ
の
基
本
的

な
内
容
は
、
従
来
の
両
院
で
の
審
議
・
議
決
の
対
象
と
な
る
法
律
を
憲
法
改
正
、
選
挙
制
度
、
上
院
の
組
織
、
州
お
よ
び
地
方
自
治
体
の

組
織
な
ど
に
限
定
し
、
通
常
立
法
に
関
し
て
は
概
ね
下
院
が
優
越
す
る
立
法
手
続
を
導
入
す
る
こ
と
で
、
立
法
過
程
の
迅
速
化
・
効
率
化

を
図
る
も
の
で
あ
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
レ
ン
ツ
ィ
案
で
は
、
憲
法
典
に
明
文
で
列
挙
さ
れ
た
法
律
の
み
が
両
院
で
の
審
議
・
採
決
が
必
要

な
立
法
手
続
（
両
院
で
完
全
に
同
じ
条
文
の
法
案
の
採
択
に
至
る
ま
で
両
院
を
行
き
来
す
る
。
両
院
立
法
）
の
対
象
と
な
り
、
そ
れ
以
外
の
す
べ
て
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の
法
律
は
原
則
的
と
し
て
下
院
が
優
越
す
る
立
法
手
続
の
対
象
と
な
っ
て
い
る
。
よ
り
詳
細
に
検
討
し
よ
う
。

両
院
立
法　

両
院
が
同
じ
権
限
を
持
っ
て
、
同
一
の
テ
キ
ス
ト
を
可
決
す
る
こ
と
が
法
律
の
成
立
の
条
件
と
な
る
手
続
き
で
あ
る
（
レ

ン
ツ
ィ
案
七
〇
条
一
項
）。
レ
ン
ツ
ィ
案
の
特
徴
は
、
こ
の
手
続
き
を
取
る
べ
き
法
律
を
、
憲
法
典
に
明
文
で
列
挙
す
る
こ
と
で
、
上
院
が

下
院
と
同
等
な
資
格
で
そ
の
立
法
手
続
に
参
加
で
き
る
機
会
を
制
限
し
た
こ
と
に
あ
る
。
憲
法
に
列
挙
さ
れ
た
両
院
立
法
は
、
上
院
が
立

法
手
続
に
参
加
を
求
め
ら
れ
る
事
由
に
よ
っ
て
以
下
の
三
つ
の
類
型
に
分
類
さ
れ
る
。

（
ア
）
憲
法
制
度
の
基
本
的
な
在
り
方
に
影
響
を
与
え
る
法
律
群
お
よ
び
、
憲
法
規
定
を
直
接
実
施
す
る
法
律
群

　

・
憲
法
改
正
法
律
お
よ
び
他
の
憲
法
的
法
律

　

・
少
数
言
語
者
の
保
護
に
関
す
る
憲
法
規
定
を
実
施
す
る
法
律

　

・
国
民
投
票
お
よ
び
そ
の
他
の
国
民
参
加
に
関
す
る
憲
法
規
定
を
実
施
す
る
法
律

　

・
イ
タ
リ
ア
の
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
連
合
へ
の
所
属
に
関
す
る
条
約
の
批
准
を
認
可
す
る
法
律

　

・�

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
連
合
の
規
範
お
よ
び
政
策
の
形
成
お
よ
び
実
施
へ
の
イ
タ
リ
ア
の
参
加
に
関
す
る
一
般
的
条
件
、
形
式
お
よ
び
条

件
を
定
め
る
法
律

（
イ
）
上
院
お
よ
び
上
院
議
員
の
身
分
に
関
す
る
法
律
群

　

・�

上
院
の
選
挙
法

　

・�

上
院
議
員
の
被
選
挙
権
の
失
格
事
由
お
よ
び
上
院
議
員
職
と
の
兼
業
禁
止
事
由
に
関
す
る
法
律

（
ウ
）
コ
ム
ー
ネ
、
大
都
市
お
よ
び
州
の
制
度
に
関
す
る
法
律
群

　

・
コ
ム
ー
ネ
お
よ
び
大
都
市
の
制
度
、
選
挙
制
度
、
統
治
機
関
お
よ
び
基
本
的
機
能
を
定
め
る
法
律
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・
首
都
ロ
ー
マ
の
制
度
に
関
す
る
法
律

　

・
州
に
さ
ら
な
る
形
式
お
よ
び
特
別
の
条
件
の
自
治
権
を
与
え
る
法
律

　

・�
地
方
団
体
に
対
す
る
国
の
代
位
権
の
行
使
の
手
続
き
を
定
め
、
重
大
な
財
政
的
な
困
難
に
あ
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
た
時
に
、
州

お
よ
び
地
方
自
治
体
の
統
治
機
関
を
そ
れ
ぞ
れ
の
機
能
の
行
使
か
ら
排
除
す
る
場
合
を
定
め
る
法
律

　

・�

自
ら
の
権
限
に
属
す
る
事
項
に
つ
い
て
、
州
お
よ
び
自
治
県
が
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
連
合
の
法
的
効
力
を
持
つ
文
書
の
作
成
の
た
め

の
決
定
に
参
加
す
る
手
続
お
よ
び
国
際
協
定
お
よ
び
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
連
合
の
決
定
を
実
施
お
よ
び
執
行
す
る
手
続
を
定
め
る
法
律

　

・�

州
の
「
外
交
権
」
に
関
す
る
法
律
。
す
な
わ
ち
、
州
が
自
ら
の
権
限
の
範
囲
内
で
、
外
国
と
協
定
お
よ
び
外
国
の
領
域
内
の
地

方
団
体
と
合
意
を
締
結
で
き
る
場
合
お
よ
び
形
式
を
定
め
る
法
律

　

・�

コ
ム
ー
ネ
、
大
都
市
お
よ
び
州
に
基
本
財
産
を
割
り
当
て
る
た
め
の
一
般
的
な
原
則
を
決
定
す
る
法
律

　

・�

州
知
事
の
選
挙
制
度
に
関
す
る
基
本
原
則
、
州
知
事
、
州
参
事
会
の
そ
の
他
の
参
事
お
よ
び
州
議
会
議
員
の
被
選
挙
権
の
欠
格

事
由
お
よ
び
兼
職
禁
止
事
由
、
政
治
代
表
に
お
け
る
男
女
の
均
衡
を
促
進
す
る
た
め
の
措
置
を
定
め
る
法
律
。
選
挙
に
よ
る
機

関
の
任
期
お
よ
び
歳
費
（
州
都
の
コ
ム
ー
ネ
長
に
与
え
ら
れ
る
歳
費
が
上
限
）
を
定
め
る
法
律

　

・�

コ
ム
ー
ネ
の
帰
属
す
る
州
の
移
動
に
関
す
る
法
律

下
院
優
越
立
法　

上
述
し
た
憲
法
が
明
文
で
列
挙
し
た
以
外
の
法
律
は
、
上
院
も
審
議
に
参
加
し
法
案
へ
の
修
正
提
案
権
も
あ
る
が
、

最
終
的
に
は
下
院
の
議
決
で
可
決
・
成
立
す
る
（
レ
ン
ツ
ィ
案
七
〇
条
二
項
）。
す
な
わ
ち
、
法
案
は
下
院
が
先
議
し
、
可
決
さ
れ
る
と
直

ち
に
上
院
に
送
付
さ
れ
る
。
法
案
を
受
け
取
っ
た
上
院
は
、
一
〇
日
以
内
に
、
三
分
の
一
以
上
の
議
員
の
要
求
が
あ
っ
た
場
合
に
の
み
、

下
院
案
を
審
議
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
一
〇
日
以
内
に
上
院
が
三
分
の
一
の
上
院
議
員
に
よ
る
審
議
の
要
求
が
な
さ
れ
な
い
場
合
に
は
、
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上
院
は
法
案
の
審
議
を
行
わ
ず
、
下
院
案
が
最
終
的
に
可
決
さ
れ
、
法
律
と
な
る
。

三
分
の
一
以
上
の
議
員
に
よ
っ
て
審
議
を
要
求
し
、
審
議
が
開
始
さ
れ
た
場
合
、
上
院
は
審
議
開
始
か
ら
三
〇
日
以
内
に
、
下
院
案
に

対
す
る
修
正
案
を
議
決
す
る
こ
と
が
で
き
る
が
、
下
院
は
、
こ
の
修
正
案
に
対
す
る
対
応
を
通
常
の
議
決
手
続
（
単
純
多
数
に
よ
る
可
決
）

で
決
定
す
る
。
要
す
る
に
通
常
の
法
律
の
立
法
手
続
へ
の
上
院
の
参
加
は
あ
く
ま
で
補
助
的
で
あ
り
、
下
院
の
議
決
が
優
越
す
る
仕
組
み

と
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
は
明
ら
か
に
議
会
の
立
法
活
動
の
効
率
化
を
狙
っ
た
処
方
箋
と
い
え
る
。
但
し
、
こ
の
立
法
手
続
に
は
、
以
下
の

二
つ
の
例
外
が
あ
る
。

第
一
は
、
共
和
国
の
法
的
若
し
く
は
経
済
的
統
一
の
保
護
お
よ
び
国
家
的
利
益
の
保
障
の
必
要
が
あ
る
と
き
、
政
府
の
提
案
に
基
づ
い

て
、
国
の
法
律
が
、
専
属
的
立
法
に
留
保
さ
れ
て
い
な
い
事
項
に
つ
い
て
介
入
す
る
場
合
で
あ
る
。
こ
の
場
合
、
上
院
は
、
一
〇
日
以
内

に
下
院
か
ら
送
付
さ
れ
た
法
案
に
対
す
る
審
議
を
開
始
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
（
三
分
の
一
の
議
員
の
請
求
と
い
う
条
件
な
し
に
）、
三
〇
日
以

内
に
修
正
案
を
下
院
に
送
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
さ
ら
に
、
上
院
が
修
正
案
を
絶
対
多
数
で
可
決
し
た
場
合
に
、
上
院
の
修
正
案
に

同
意
で
き
な
い
場
合
に
は
、
下
院
も
絶
対
多
数
で
否
決
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
二
は
、
予
算
お
よ
び
決
算
法
案
で
あ
る
。
こ
の
場
合
に
は
、
上
院
で
の
法
案
審
議
は
、
自
動
的
に
行
わ
れ
、
下
院
か
ら
の
送
付
か
ら

（
三
〇
日
で
は
な
く
）
一
五
日
以
内
に
修
正
案
を
議
決
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

二 

レ
ン
ツ
ィ
・
ボ
ス
キ
案
の
内
容
（
そ
の
二
）
―
国
と
州
の
権
限
配
分
の
見
直
し

レ
ン
ツ
ィ
案
の
も
う
一
つ
の
重
要
な
内
容
は
、
国
と
地
方
と
の
関
係
の
見
直
し
で
あ
っ
た
。
こ
の
点
で
は
、
二
〇
〇
一
年
の
憲
法
改
正
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に
よ
っ
て
生
じ
た
国
と
州
の
立
法
権
の
帰
属
を
め
ぐ
る
混
乱
の
解
決
が
目
指
さ
れ
た
。

１
．
改
革
の
前
提
―
二
〇
〇
一
年
憲
法
改
正
の
内
容
と
問
題
点

二
〇
〇
一
年
に
中
道
左
派
政
権
の
下
で
行
わ
れ
た
憲
法
改
正
に
よ
り
、
州
の
立
法
権
が
大
幅
に
強
化
さ
れ
た
。
す
な
わ
ち
、
憲
法

一
一
七
条
二
項
は
、
国
の
専
属
的
立
法
事
項
を
限
定
的
に
列
挙
し
、
こ
の
事
項
に
関
す
る
州
法
の
関
与
を
排
除
し
た
が
、
同
条
三
項
は
、

列
挙
し
た
競
合
的
立
法
事
項
に
つ
い
て
、
州
は
、
国
法
が
定
め
た
原
則
の
範
囲
内
で
一
般
的
立
法
権
を
持
つ
と
定
め
た
。
さ
ら
に
、
同
条

に
列
挙
さ
れ
て
い
な
い
残
り
の
事
項
（
残
余
事
項
）
に
つ
い
て
は
、
州
が
立
法
権
を
持
つ
こ
と
に
な
っ
た
。

し
か
し
、
一
一
七
条
の
国
と
州
と
立
法
権
分
割
規
定
が
、
不
明
確
で
多
義
的
な
解
釈
を
生
み
、
特
に
競
合
的
立
法
事
項
に
於
い
て
国
と

州
と
の
立
法
権
の
分
割
で
多
く
の
紛
争
を
生
ん
だ
。
そ
の
主
な
原
因
と
し
て
以
下
の
点
を
挙
げ
る
こ
と
が
で
き
る（

（2
（

。

（
ア�

）
列
挙
さ
れ
た
事
項
の
範
囲
を
明
確
に
確
定
す
る
こ
と
が
困
難
で
、
結
果
と
し
て
専
属
的
事
項
、
競
合
的
事
項
、
残
余
事
項
の
重
な

り
合
い
が
生
じ
る
点
。

（
イ�

）
明
白
に
全
国
的
に
統
一
し
た
規
律
が
求
め
ら
れ
る
い
く
つ
か
の
事
項
が
、
不
合
理
に
も
州
の
競
合
的
な
権
限
と
さ
れ
て
い
る
点
。

例
え
ば
、
通
信
制
度
、
大
規
模
な
輸
送
網
お
よ
び
航
行
網
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
全
国
規
模
で
の
生
産
、
輸
送
お
よ
び
配
給
な
ど
。

（
ウ�

）
競
合
的
立
法
事
項
に
関
し
て
、国
が
法
律
で
定
め
る
と
さ
れ
た
「
基
本
的
原
則
」
の
具
体
的
な
意
味
お
よ
び
州
の
一
般
的
立
法
権

の
範
囲
を
め
ぐ
る
点
。
国
の
法
律
が
「
基
本
原
則
」
を
超
え
て
詳
細
な
規
定
を
置
く
こ
と
で
、
州
の
立
法
権
を
侵
害
す
る
、
あ
る

い
は
反
対
に
州
法
が
国
の
法
律
の
基
本
原
則
に
反
す
る
州
法
を
制
定
し
国
の
権
限
を
侵
害
す
る
可
能
性
。

（
エ�

）
州
の
立
法
権
に
属
す
る
事
項
で
も
、
全
国
的
な
利
益
の
保
護
の
必
要
が
あ
る
と
き
、
国
が
立
法
す
る
こ
と
を
可
能
に
す
る
規
定
が



二
一
六

欠
如
し
て
い
た
点
。

（
オ�
）
国
と
州
と
の
立
法
権
分
割
で
問
題
が
あ
る
場
合
の
事
前
解
決
機
関
に
関
す
る
規
定
が
欠
如
し
て
い
た
点
。

で
は
、
国
と
州
の
立
法
権
の
帰
属
を
め
ぐ
る
争
い
の
実
態
と
は
ど
の
よ
う
な
も
の
で
あ
っ
た
の
か
。
そ
の
一
端
を
示
せ
ば
以
下
の
通
り

で
あ
る
。
二
〇
〇
一
年
か
ら
二
〇
一
五
年
の
間
に
、
国
お
よ
び
州
が
、
憲
法
裁
判
所
に
対
し
て
、
立
法
権
の
帰
属
問
題
の
解
決
を
求
め
て

行
っ
た
提
訴
総
数
は
、
一
五
九
七
件
に
上
る
（
国
：
九
三
〇
、
州
：
六
六
七
、
表
２
参
照
）。
国
が
行
っ
た
提
訴
の
う
ち
、
四
九
〇
件
の
違
憲

判
決
が
、
逆
に
州
が
行
っ
た
提
訴
の
う
ち
五
〇
六
件
が
違
憲
判
決
と
な
っ
て
い
る
。

こ
の
結
果
、
憲
法
裁
判
所
の
年
間
の
合
憲
性
審
査
総
数
に
占
め
る
「
主
要
問
題
型
訴
訟
」（
国
が
州
法
の
又
は
州
が
国
法
の
合
憲
性
に
つ
い

て
提
起
す
る
訴
訟
、
憲
法
一
二
七
条 
）
の
比
率
は
、
上
昇
し
た
（
二
〇
〇
一
年
：
七
・
六
％
、
二
〇
〇
四
年
：
二
一
・
七
五
％
、
二
〇
一
〇
年
：

三
七
・
六
三
％
、二
〇
一
二
年
：
四
七
・
四
六
％
、二
〇
一
五
年
：
四
〇
・
九
四
％
）（

（2
（

。
ま
た
、争
点
と
な
っ
た
競
合
的
立
法
事
項
の
代
表
的
な
も
の
は
、

財
政
お
よ
び
税
制
の
調
整
、
健
康
の
保
護
、
国
土
利
用
計
画
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
全
国
規
模
で
の
生
産
、
輸
送
お
よ
び
配
給
な
ど
で
あ
っ
た

（
表
３
参
照
）。
さ
ら
に
、
国
を
相
手
と
し
た
提
訴
数
に
つ
い
て
は
、
ト
ス
カ
ー
ナ
州
が
八
二
（
一
二
七
の
判
決
で
そ
の
う
ち
六
四
が
違
憲
判
決
）

で
最
も
多
く
、
ト
レ
ン
ト
自
治
県
（
提
訴
数
：
六
四
、
判
決
数
：
七
五
、
違
憲
判
決
：
三
三
）、
ヴ
ェ
ー
ネ
ト
州
（
提
訴
数
：
五
一
、
判
決
数
：

一
〇
八
、違
憲
判
決
：
四
一
）
と
続
く
。
逆
に
国
か
ら
の
提
訴
数
が
多
い
州
は
、ア
ブ
ル
ッ
ツ
ォ
、プ
ー
リ
ア
、ヴ
ェ
ー
ネ
ト
と
な
っ
て
い
る
。

２
．
国
と
州
と
の
新
た
な
立
法
権
分
割

レ
ン
ツ
ィ
案
の
第
一
の
目
的
は
、
二
〇
〇
一
年
の
行
き
過
ぎ
た
連
邦
主
義
的
な
改
革
が
も
た
ら
し
た
国
と
州
と
の
立
法
権
分
割
を
め
ぐ

る
混
乱
を
正
常
化
す
る
こ
と
で
あ
っ
た
。
そ
の
た
め
に
、
レ
ン
ツ
ィ
案
は
次
の
五
つ
の
処
方
箋
を
採
用
し
た
。
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表２　国と州との立法権分割をめぐる訴訟数（2011―2015）
国が州を訴えた事例 州が国を訴えた事例

提訴数 判決数 違憲判決 提訴数 判決数 違憲判決
アブルッツォ  84   73   48   11    14     8 
バジリカータ  48   3 9  27   16    22    11
カラーブリア  55   52   32   16    2  0   8 
カンパーニャ  48   48   37   38    53    27
エミーリア・ロマーニャ  28   2 9  12   48   163   78
フリウリ・ヴェネツィア・ジュ
ウリア  53   51   27   24    45    23

ラツィオ  25   21      9  17    23    15
リグーリア  5 0  44   24   17    38    1 9
ロンバルディーア  35   35   24   25    32    15
マルケ  48   46   1 9  26    44    22
モリーゼ  35   32   23    5      6      5 
ボルツァーノ  46   44   26   43    34    15
トレント  27   24   14   64    75    33
ピエモンテ  31   2 9  1 9  24    36    21
プーリア  62   57   36   34    41    2 0
サルデーニャ  4 9  45   26   21    33    17
シチリア  3 0  2 0   5    41    36    13
トスカーナ  5 9  56   27   82   127   64
トレンティーノ・アルト・ア
ディジェ   6     6     4    12    12     5 

ウンブリア  34   2 9  13   22    44    25
ヴァッレ・ダオスタ  25   24   12   3 0   43    21
ヴェーネト  52   46   26   51   1 08  41

総計 930 850 490 667 1049 506
　出典：Il Sore 24 Ore 紙 2016年８月29日付

表３　憲法裁判所に提訴された競合的立法の主な事項
財政および税制の調整 339
健康の保護 193
国土利用計画 183
エネルギーの全国規模での生産、輸送および配給 99
職業教育および職業訓練 57
職業 52
文化財および景観の活用 52
労働の保護および安全 43
民間の港湾および空港 30
災害救助 26
大規模な輸送網および航行網 16
通信制度 12
科学技術研究  8
外国との通商  5
食品  3
補充的・補完的な年金保険  1

　出典：表２と同じ
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（
ア�

）
ま
ず
、
混
乱
の
最
大
の
要
因
で
あ
っ
た
競
合
的
立
法
事
項
に
関
す
る
条
項
を
削
除
し
た
。
こ
れ
は
、
立
法
権
分
割
（
配
分
）
上
の

分
類
と
し
て
の
競
合
的
立
法
権
を
廃
止
す
る
た
め
で
あ
り
、こ
の
結
果
、国
と
州
が
同
時
に
立
法
で
き
る
立
法
事
項
が
な
く
な
っ
た
。

レ
ン
ツ
ィ
案
に
列
挙
さ
れ
た
立
法
事
項
は
、
重
な
り
合
う
こ
と
な
く
、
国
法
あ
る
い
は
州
法
で
そ
れ
ぞ
れ
規
定
す
る
こ
と
を
想
定

し
て
い
る
。

（
イ�

）
競
合
的
立
法
事
項
の
多
く
を
国
の
専
属
的
立
法
事
項
に
移
す
こ
と
で
、国
の
専
属
的
立
法
事
項
の
リ
ス
ト
を
拡
大
、修
正
し
た
（
レ

ン
ツ
ィ
案
一
一
七
条
二
項
、表
４
参
照
）。
こ
の
結
果
、二
一
の
競
合
的
立
法
事
項
の
う
ち
一
三
事
項（

（2
（

が
国
の
専
属
的
事
項
に
移
さ
れ
た
。

こ
れ
は
、
競
合
的
立
法
権
を
行
使
し
て
州
が
立
法
で
き
る
事
項
を
国
の
専
属
的
事
項
に
移
す
こ
と
で
、
州
と
国
の
立
法
権
帰
属
を

め
ぐ
る
憲
法
裁
判
所
へ
の
争
訟
数
を
減
少
さ
せ
る
こ
と
を
狙
っ
た
も
の
と
い
え
る
。

（
ウ�

）
残
余
条
項
は
維
持
し
な
が
ら
も
、
州
の
立
法
権
限
に
属
す
る
事
項
を
明
示
的
に
列
挙
し
た
（
レ
ン
ツ
ィ
案
一
一
七
条
三
項
、
表
４
参

照
）。
国
の
専
属
的
事
項
が
拡
大
さ
れ
、
そ
の
重
要
性
が
増
し
た
結
果
、
州
の
立
法
権
は
、
限
定
的
な
も
の
と
な
る
こ
と
が
想
定
さ

れ
る
。

（
エ�

）「
国
の
優
越
性
」
条
項
あ
る
い
は
「
国
家
的
利
益
の
保
護
」
条
項
の
導
入
で
あ
る
。
こ
の
条
項
は
、
共
和
国
の
法
的
若
し
く
は
経

済
的
統
一
の
保
護
又
は
全
国
的
な
利
益
の
保
護
の
必
要
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
、
国
に
、
政
府
の
提
案
に
基
づ
い
て
自
ら

の
専
属
的
事
項
と
さ
れ
て
い
な
い
事
項
に
つ
い
て
も
、
立
法
す
る
こ
と
を
可
能
と
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。

（
オ�

）
領
域
団
体
を
代
表
す
る
院
と
し
て
の
上
院
を
創
設
し
た
。
上
院
改
革
に
つ
い
て
は
、
す
で
に
述
べ
た
が
、
改
め
て
確
認
す
べ
き
こ

と
は
、
レ
ン
ツ
ィ
案
の
全
体
構
想
に
於
い
て
上
院
は
、
ま
さ
に
地
域
的
利
益
が
表
出
さ
れ
る
場
、
そ
し
て
、
中
央
政
府
と
の
間
に

生
じ
る
で
あ
ろ
う
対
立
が
法
的
紛
争
に
発
展
す
る
前
に
和
解
を
見
出
す
場
と
し
て
想
定
さ
れ
て
い
た
こ
と
で
あ
る
。
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レンツィ・ボスキ案による条文
（下線部は改正箇所）
�
117条
①立法権は、憲法並びに欧州連合の法
規および国際的義務から生ずる拘束を
遵守して、国および州が行使する。

②国は、以下の事項について専属的な
立法権を有する。
ａ）外交政策および国の国際関係。
国と欧州連合との関係。庇護権および
欧州連合に属しない国家の市民の法的
地位
ｂ）移民
ｃ）共和国と宗派との間の関係
ｄ）国防および軍隊。国家の安全保障。
武器、弾薬および爆薬
ｅ）通貨、貯蓄の保護並びに金融市場
および保険市場。競争の保護および促
進。外国為替制度。国の税制度および
会計制度。公的予算に係る調整。財政
および税制の調整。財源の平衡化
ｆ）国の諸機関およびその選挙法律。
国政上の国民投票。欧州議会選挙
ｇ）国および国の公法人の制度および
行政組織。行政手続および行政機関の
職員の労働の法的規律に関する規範
で、全国で統一性の保障が求められる
もの
ｈ）地方行政警察を除き、公の秩序お
よび安全
ｉ）国籍、身分関係およびその登録
ｌ）裁判および手続規範。民事法およ
び刑事法。行政裁判制度
ｍ）全国的に保障されるべき市民的権
利および社会的権利に関する給付の最
低限の水準の決定。健康の保護、社会

2011年憲法改正後の条文

�
117条
①立法権は、憲法並びに共同体の法規
および国際的義務から生ずる拘束を遵
守して、国および州が行使する。

②国は、以下の事項について専属的な
立法権を有する。
ａ）外交政策および国の国際関係。
国と欧州連合との関係。庇護権および
欧州連合に属しない国家の市民の法的
地位
ｂ）移民
ｃ）共和国と宗派との間の関係
ｄ）国防および軍隊。国家の安全保障。
武器、弾薬および爆薬
ｅ）通貨、貯蓄の保護および金融市場。
競争の保護。外国為替制度。国の税制
度および会計制度。公的予算に係る
調整。財源の平衡化

ｆ）国の諸機関およびその選挙法律。
国政上の国民投票。欧州議会選挙
ｇ）国および国の公法人の制度および
行政組織

ｈ）地方行政警察を除き、公の秩序お
よび安全
ｉ）国籍、身分関係およびその登録
ｌ）裁判および手続規範。民事法およ
び刑事法。行政裁判制度
ｍ）全国的に保障されるべき市民的権
利および社会的権利に関する給付の最
低限の水準の決定

表４　イタリア共和国憲法とレンツェ案の対照表（117条）
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政策および食品の安全のための一般的
かつ共通の規定
ｎ）教育に関する一般的かつ共通の規
定。学校制度。大学教育および科学技
術研究の戦略計画の作成
ｏ）社会保険。これには、補充的・補
完的な年金保険を含む。労働の保護お
よび安全。積極的労働政策。職業教育
および職業訓練の一般的かつ共通の規
定
ｐ）コムーネおよび大都市の制度、選
挙法、執行機関および基本的権能。コ
ムーネの結合形式に関する原則規定
ｑ）税関、国境取締および国際的な疾
病予防。外国との通商
ｒ）度量衡および標準時の決定。国、
州および地方団体の行政機関が保有す
るデータ、プロセスおよび関係する情
報基盤の電子計算機による統計的な調
整。知的財産
ｓ）文化財および景観の保護および活
用。環境および生態系。スポーツに係
る制度。文化活動および観光に関する
一般的かつ共通の規定
ｔ）職業および通信制度
ｕ）領域の統治に関する一般的かつ共
通の規定。災害救助の全国的制度およ
び調整
ｖ）エネルギーの全国規模での生産、
輸送および配給
ｚ）戦略的社会資本、全国的な利益に
関わる大規模な輸送網および航行網並
びに関係する安全規範。全国的および
国際的な利益に関わる民間の港湾およ
び空港
③以下の事項に関する立法権は、州に
属する。言語的少数者の代表。州領域
に係る計画作成および州内部における

ｎ）教育に関する一般的規範

ｏ）社会保険

ｐ）コムーネ、県および大都市の選挙
法、執行機関および基本的権能

ｑ）税関、国境取締および国際的な疾
病予防
ｒ）度量衡および標準時の決定。国、
州および地方団体の行政機関が保有す
るデータの電子計算機による統計的な
調整。知的財産

ｓ）環境、生態系および文化財の保護

③以下の事項は、競合的立法事項であ
る。州の国際関係および州と欧州連合
との関係。外国との通商。労働の保護
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移動。社会資本の整備。保健サービス
および社会サービスの計画作成および
組織化。地方経済発展の促進並びに州
の範囲内での企業に対するサービスお
よび職業訓練の組織化。学校施設の自
治を除く、学校サービスおよび大学を
含む学習権の促進。州の利益に関する
限りで、文化活動並びに環境財、文化
財および景観の促進に係る規律。州に
よる観光の活用および組織化。州の範
囲内で適切に結ばれた取決に基づき、
州および地方の財政上の計画目標を遵
守するための州の領域団体の間での財
政関係の規制。
国の専属的権限に明示的に留保されて
いないすべての事項。

④共和国の法的若しくは経済的統一の
保護又は全国的な利益の保護の必要が
あるときは、政府の提案に基づいて、
国の法律は、専属的立法に留保されて
いない事項について介入することがで
きる。
⑤州並びにトレントおよびボルツァー
ノ自治県は、その権限に属する事項に
つき、欧州連合の法規作成のための決
定に参加し、国の法律が定める手続規
範を遵守して、国際協定および欧州連
合の決定を実施し執行する。〔州およ
び自治県による〕不履行がある場合の
代理権限の行使の方法は、当該法律で
規律する。
⑥規則制定権は、国および州に、それ
ぞれの立法権限に基づいて属する。専
属的立法権限に属する事項における当
該権限の行使を州に委任する国の権限
は変わらないものとする。コムーネお
よび大都市は、国又は州の法律を遵守

および安全。教育、ただし、学校施設
の自治並びに職業教育および職業訓練
を除く。職業。科学技術研究および生
産部門のための技術革新への支援。健
康の保護。食品。スポーツに係る制度。
災害救助。国土利用計画。民間の港湾
および空港。大規模な輸送網および航
行網。通信制度。エネルギーの全国規
模での生産、輸送および配給。補充的・
補完的な年金保険。財政および税制の
調整。文化財および景観の活用並びに
文化活動の促進および組織化。貯蓄銀
行、農業銀行および州の信用金庫。州
の土地農業信用公庫。競合的立法事項
については、州に立法権が属するが、
基本原則の決定は国の立法に留保す
る。
④国の立法に明示的に留保されていな
いすべての事項に関する立法権は、州
に属する。

⑤州並びにトレントおよびボルツァー
ノ自治県は、その権限に属する事項に
つき、共同体の法規作成のための決定
に参加し、国の法律が定める手続規範
を遵守して、国際協定および欧州連合
の決定を実施し執行する。〔州および
自治県による〕不履行がある場合の代
理権限の行使の方法は、当該法律で規
律する。
⑥州に委任した事項を除き、専属的立
法事項についての規則制定権は、国に
属する。その他の事項についてはすべ
て、州に規則制定権が属する。コムー
ネ、県および大都市は、組織およびそ
の与えられた権能の遂行の規律につい
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三 

一
二
月
四
日
の
国
民
投
票
の
結
果

今
回
の
国
民
投
票
は
、
憲
法
改
正
に
関
す
る
も
の
と
し
て

は
、
二
〇
〇
一
年
、
二
〇
〇
六
年
に
次
ぐ
三
回
目
の
も
の
で

あ
っ
た（

（2
（

。
憲
法
改
正
案
の
是
非
を
問
う
国
民
投
票
は
、
法
律

の
廃
止
を
求
め
る
国
民
投
票
（
憲
法
七
五
条
）
と
違
っ
て
、
投

票
率
が
五
〇
％
に
達
す
る
こ
と
を
成
立
要
件
と
し
て
お
ら
ず
、

賛
成
・
反
対
い
ず
れ
か
の
得
票
が
、
有
効
投
票
総
数
の
過
半

数
を
超
え
た
か
で
改
正
案
の
可
決
・
否
決
が
決
定
さ
れ
る
。

こ
こ
で
は
、
入
手
で
き
た
資
料
、
公
表
さ
れ
た
研
究
所
の
投

票
結
果
分
析
を
も
と
に
、
今
回
の
投
票
結
果
の
特
徴
を
指
摘

す
る
こ
と
に
し
よ
う
。

１
．
高
い
投
票
率

ま
ず
、
確
認
で
き
る
こ
と
は
、
今
回
の
国
民
投
票
の
投
票

率
が
、
六
五
・
四
七
％
と
過
去
二
回
と
比
べ
て
著
し
く
上
昇
し

して、組織およびその与えられた権能
の遂行の規律について規則制定権を有
する。
⑦州法律は、社会的、文化的および経
済的生活における男女の完全な均等を
妨げるすべての障害を除去し、選挙に
よる公職への男女のアクセスの均等を
促進する。
⑧共同機関の設置による場合を含め
て、州がその権能をよりよく行使する
ための他の州との取決は、州法律で承
認する。
⑨州は、その権限内にある事項につき、
国の法律が規律する場合と形式におい
て、諸国との合意および他国の内部の
領域団体との取決を結ぶことができ
る。

て規則制定権を有する。

⑦州法律は、社会的、文化的および経
済的生活における男女の完全な均等を
妨げるすべての障害を除去し、選挙に
よる公職への男女のアクセスの均等を
促進する。
⑧共同機関の設置による場合を含め
て、州がその権能をよりよく行使する
ための他の州との取決は、州法律で承
認する。
⑨州は、その権限内にある事項につき、
国の法律が規律する場合と形式におい
て、諸国との合意および他国の内部の
領域団体との取決を結ぶことができ
る。

注�）芦田淳「イタリア憲法改正と州の自治権」自治総研、445号（2015年11月号）、15頁の表a1
を参照した。
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た
こ
と
で
あ
る
（
二
〇
〇
一
年
：
三
四
・
一
％
、
二
〇
〇
六
年
：
五
三
・
八
％
）。
こ
の
上
昇
の
結
果
か
ら
、
一
二
月
四
日
の
投
票
が
、
少
な
く
と

も
投
票
へ
の
参
加
と
い
う
視
点
か
ら
見
て
、
過
去
二
回
の
国
民
投
票
（
憲
法
改
正
の
内
容
の
是
非
を
問
う
と
い
う
政
策
選
択
投
票
）
に
類
似
し

た
も
の
か
、
そ
れ
と
も
総
選
挙
に
お
け
る
政
治
的
投
票
に
近
い
も
の
で
あ
っ
た
の
か
と
い
う
問
題
が
提
起
さ
れ
る
。
そ
こ
で
、
三
回
の
国

民
投
票
お
よ
び
二
〇
一
三
年
の
総
選
挙
に
お
け
る
投
票
率
（
州
別
）
を
比
べ
る
と
次
の
こ
と
が
分
か
っ
た
（
表
５
参
照
）。

ま
ず
、
二
〇
一
六
年
の
数
字
は
、
過
去
二
回
の
憲
法
改
正
国
民
投
票
で
は
な
く
、
二
〇
一
三
年
の
総
選
挙
の
数
字
に
よ
り
類
似
し
て
い

た
（
イ
タ
リ
ア
全
州
に
当
て
は
ま
る
）。
こ
の
結
果
は
、今
回
の
国
民
投
票
が
高
度
に
「
党
派
化
」
し
た
も
の
で
あ
っ
た
こ
と
を
示
し
て
い
る
。

具
体
的
に
は
、
レ
ン
ツ
ィ
自
身
が
国
民
投
票
を
「
個
人
化
」、
す
な
わ
ち
、
自
ら
の
内
閣
に
対
す
る
反
対
・
賛
成
を
問
う
投
票
に
転
化
す

る
戦
術
を
と
っ
た
結
果
、
多
く
の
有
権
者
は
、
投
票
で
問
わ
れ
て
い
る
争
点
が
憲
法
改
正
案
の
是
非
で
は
な
く
、
レ
ン
ツ
ィ
内
閣
の
命
運

で
あ
る
こ
と
に
気
が
付
き
、
こ
れ
ま
で
以
上
の
有
権
者
が
投
票
所
に
行
っ
た（

（2
（

。

第
二
は
、
投
票
率
の
顕
著
な
地
域
的
な
相
違
で
あ
る
。
特
に
、
中
北
部
の
投
票
率
が
南
部
の
そ
れ
を
大
幅
に
上
回
っ
て
い
る
。
す
な
わ

ち
、
ヴ
ェ
ー
ネ
ト
（
七
六
・
七
％
）、
エ
ミ
ー
リ
ア
・
ロ
マ
ー
ニ
ャ
（
七
四
・
五
％
）、
ト
ス
カ
ー
ナ
（
七
四
・
五
％
）
が
上
位
三
州
で
、
カ
ラ
ー

ブ
リ
ア
（
五
四
・
四
％
）、シ
チ
リ
ア
（
五
六
・
七
％
）、カ
ン
パ
ー
ニ
ャ
（
五
八
・
九
％
）
が
下
位
三
州
で
あ
る
。
し
か
し
、憲
法
国
民
投
票
で
は
、

は
じ
め
て
全
州
で
有
権
者
の
過
半
数
が
投
票
し
た
こ
と
が
注
目
さ
れ
る
。

２
．
投
票
結
果
の
分
析

（
１
）
誰
が
反
対
に
投
じ
た
の
か
？

国
民
投
票
の
結
果
で
最
も
政
治
的
な
影
響
力
が
あ
っ
た
の
は
、大
方
の
予
想
に
反
し
て
反
対
が
約
六
割
に
達
し
た
こ
と
で
あ
る
。
で
は
、
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表５　2001、2006、2016年の憲法改正国民投票と2013年総選挙の得票率の比較
州 2001 2006 2013 2016 2016―2001 2016―2006 2016―2013

ピエモンテ   37 .6   58 .2   77 .3 72   34 .4   13 .8    −5.3
ヴァッレ・ダオ
スタ   32 .7   5 0.5 77   71 .9   3 9.2   21 .4    −5.1

ロンバルディーア   37 .3   6 0.6   7 9.6   74 .2   36 .9   13 .6    −5.4
リグーリア   35 .9   58 .2   75 .1   6 9.7   33 .8   11 .5    −5.4

北西部   37 .2   5 9.6   78 .5   73 .1   35 .9   13 .5    −5.4
トレンティーノ・
アルト・アディジェ   46 .8 48 81   72 .2   25 .4   24 .2    −8.8

ヴェーネト   4 0.7   62 .3   81 .7   76 .7 36   14 .4 −5
フリウリ・ヴェネ
ツィア・ジュウリア   34 .2   57 .8   77 .2   72 .5   38 .3   14 .7    −4.7

北東部   4 0.3   5 9.5   8 0.8   75 .3 35   15 .8    −5.5
エミーリア・ロ
マーニャ   48 .1   64 .3   82 .1   75 .9   27 .8   11 .6    −6.2

トスカーナ 43   61 .7   7 9.2   74 .5   31 .5   12 .8    −4.7
マルケ   37 .8   58 .3   7 9.8   72 .8 35   14 .5 −7
ウンブルア   37 .6   5 9.2   7 9.5   73 .5   35 .9   14 .3 −6

赤い地帯   43 .9   62 .1   8 0.5   74 .7   3 0.8   12 .6    −5.8
ラツィオ   34 .4   53 .6   77 .5   6 9.2   34 .8   15 .6    −8.3
アブルッツォ 31   53 .5   75 .9   68 .7   37 .7   15 .2    −7.2
サルデーニャ   24 .4   46 .7   68 .3   62 .5   38 .1   15 .8    −5.8

中部   31 .8   52 .2   75 .4   67 .7   35 .9   15 .5    −7.7
モリーゼ   27 .3   4 9.7   78 .1   63 .9   36 .6   14 .2 −14.2
カンパーニャ   24 .7   4 0.9   67 .9   58 .9   34 .2 18 −9
プーリア   26 .6   43 .3   6 9.9   61 .7   35 .1   18 .4    −8.2
バジリカータ   26 .6   45 .4   6 9.5   62 .5   35 .9   17 .1 −7
カラーブリア 20   42 .6   63 .2   54 .4   34 .4   11 .8    −8.8
シチリア   24 .7   43 .6   64 .6   56 .7 32   13 .1    −7.9

南部   24 .7   42 .7   67 .1   58 .6   33 .9   15 .9    −8.5
全国   34 .1   53 .8   75 .2   68 .5   34 .4   14 .7    −6.7

　出典：�Istituto Cattaneo, La partecipazione elettorale al Referendum costituzionale del 4 
dicembre 2016,

　　　　�http://www.cattaneo.org/wp-content/uploads/2016/12/Analisi-Istituto-Cattaneo-
Referendum-4-dicembre-2016-Partecipazione-elettorale-05.12.16.pdf

（％）



二
二
五

レ
ン
ツ
ィ
内
閣
に
よ
る
憲
法
改
正
の
結
末
（
高
橋
）

誰
が
反
対
票
を
投
じ
た
の
で
あ
ろ
う
か
。

ま
ず
、
注
目
さ
れ
る
の
は
有
権
者
の
経

済
的
条
件
で
あ
る
。
実
際
、
表
6
が
示

す
よ
う
に
「
相
対
的
貧
困
ま
た
は
社
会

的
排
除
の
状
態
に
あ
る
者（

（2
（

」
の
人
口
に

占
め
る
比
率
（
Ａ
）
と
反
対
票
の
比
率
に

相
関
関
係
が
あ
る
と
い
え
る
。
Ａ
が

四
〇
％
を
超
え
る
カ
ン
パ
ー
ニ
ャ
、
カ

ラ
ー
ブ
リ
ア
、
バ
シ
リ
カ
ー
タ
、
プ
ー

リ
ア
州
の
反
対
率
は
、
全
国
平
均
を
大

き
く
上
回
り
、
Ａ
が
五
五
％
を
超
え
る

シ
チ
リ
ア
に
至
っ
て
は
、
七
〇
％
に
達

し
て
い
る
。
こ
こ
か
ら
、反
対
票
は
、「
社

会
的
に
排
除
さ
れ
た
者
」
の
声
と
す
る

評
価
も
あ
る
。

も
う
一
つ
注
目
さ
れ
る
デ
ー
タ
は
、

県
（
州
都
）
に
お
け
る
就
業
率
と
賛
成
率

表6　社会的排除と反対票の関係
州 貧困・社会的排除の危険 反対（％）

北部
　ピエモンテ 18 56.47
　ヴァッレ・ダオスタ   17 .9 56.75
　ロンバルディーア   17 .6 55.49
　リグーリア   25 .9 60.08

トレンティーノ・アルト・ア
ディジェ

  14 .8 46.13

ヴェーネト   16 .8 61.96
フリウリ・ヴェネツィア・ジュ
ウリア

  14 .5 60.97

中部
　エミーリア・ロマーニャ   15 .4 49.61
　トスカーナ   18 .6 47.49
　マルケ 23 55.07
　ウンブリア   28 .5 51.17
　ラツィオ 27 63.32
南部
　アブルッツォ   3 0.1 64.39

バジリカータ   41 .5 65.89
　カラーブリア   44 .2 67.03
　カンパーニャ   46 .1 68.52
　モリーゼ   31 .7 60.78
　プーリア   47 .8 65.89
　サルデーニャ   36 .6 72.22
　シチリア   55 .4 71.58
　出典：Piero David, Referendum : il no cambia da Nord a Sud, Lavoce INFO, 2016. 12. 6.



二
二
六

の
間
に
も
相
関
関
係
が
あ
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る

（
表
7
参
照
）。
就
業
率
上
位
に
ラ
ン
ク
さ
れ
る
ボ
ル

ツ
ァ
ー
ノ
自
治
県
、
ボ
ロ
ー
ニ
ャ
、
フ
ィ
レ
ン
ツ
ェ

の
み
の
賛
成
票
が
過
半
数
を
超
え
て
い
る
。
ボ
ロ
ー

ニ
ャ
、
フ
ィ
レ
ン
ツ
ェ
に
つ
い
て
は
、
伝
統
的
に

左
翼
が
強
い
地
域
で
あ
る
こ
と
も
関
与
し
て
い
る

こ
と
に
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
。
し
か
し
、
こ
こ

で
も
投
票
動
向
は
、
有
権
者
の
就
業
上
お
よ
び
所

得
上
の
困
難
に
よ
っ
て
説
明
で
き
る（

（2
（

。

（
２
）
投
票
結
果
の
地
域
的
相
違

国
民
投
票
の
結
果
の
地
域
的
相
違
は
、
顕
著
な

も
の
で
あ
っ
た
（
表
8
参
照
）。
北
部
に
お
け
る
反
対

と
賛
成
の
差
は
一
四
・
五
五
％
で
あ
り
、
中
部
で
の

差
は
八
・
六
八
％
と
縮
小
し
た
が
、
南
部
で
は
な
ん

と
三
七
％
を
超
え
て
い
る
。
こ
の
地
域
的
相
違
と
く

に
南
部
の
数
字
か
ら
、
一
二
月
四
日
の
投
票
結
果

表７　就業率（県）と国民投票の投票動向
県 就業率 就業率（18―29歳） 賛成（％） 反対（％）

北部
　トリノ 62.8 39.5 43.8 56.2
　ヴァッレ・ダオスタ 66.2 47.5 40.1 60.0
　ミラノ 67.4 46.1 47.4 52.6
　ヴェネツィア 62.5 43.6 38.3 61.7
　ジェーノヴァ 63.0 35.3 40.7 59.3
　トレント自治県 66.1 46.9 45.7 54.3
　ボルツァーノ自治県 71.4 56.5 63.7 36.3
中部
　ボローニャ 69.2 43.0 52.3 47.7
　フィレンツェ 67.0 40.3 57.7 42.3
　アンコーナ 65.3 41.4 46.4 53.6
　ペルージャ 64.0 41.0 49.8 50.2
　ローマ 61.5 33.2 38.1 62.0
南部
　ラクイラ 53.9 31.1 35.4 64.6
　ポテンツィア 49.8 27.7 35.3 64.7
　カタンザーロ 40.7 15.8 33.4 66.6
　ナポリ 37.4 22.7 29.6 70.4
　カンポバッソ 49.0 25.9 39.9 60.1
　バーリ 46.2 28.2 32.0 68.5
　カリアリ 52.2 27.8 26.2 73.8
　パレルモ 38.0 18.5 27.5 72.5
　出典：表６と同じ



二
二
七

レ
ン
ツ
ィ
内
閣
に
よ
る
憲
法
改
正
の
結
末
（
高
橋
）

に
大
き
な
影
響
を
与
え
た
の
は
、所
得
、

雇
用
、
生
活
の
質
の
点
で
の
南
北
格
差

問
題
で
あ
り
、
憲
法
改
正
案
の
内
容
の

是
非
は
二
次
的
な
影
響
に
止
ま
っ
た
の

で
は
な
い
か
と
い
う
こ
と
が
推
察
で
き

る
。
南
部
の
社
会
的
・
経
済
的
危
機
の

責
任
を
一
年
一
〇
カ
月
足
ら
ず
の
レ
ン

ツ
ィ
内
閣
に
負
わ
せ
る
こ
と
は
で
き
な

い
が
、
国
民
投
票
が
レ
ン
ツ
ィ
内
閣
へ

信
任
を
問
う
プ
レ
シ
ビ
ッ
ト
と
い
う
性

格
が
前
面
に
で
た
た
め
、
南
北
格
差
問

題
が
焦
点
と
な
っ
た
結
果
と
い
え
る
。

（
３
）
投
票
の
党
派
別
分
析

憲
法
改
正
反
対
派
は
、
一
二
月
四
日

の
国
民
投
票
に
於
い
て
、
全
国
レ
ベ
ル

で
六
〇
％
の
票
を
獲
得
し
て
圧
勝
し

表８　地域別賛成・反対率
州 賛成（％） 反対（％）

北部
　ピエモンテ 43.52 56.47
　ヴァッレ・ダオスタ 43.25 56.75
　ロンバルディーア 44.51 55.49
　リグーリア 39.92 60.08
　トレンティーノ・アルト・アディジェ 53.87 46.13
　ヴェーネト 38.04 61.96
　フリウリ・ヴェネツィア・ジュウリア 39.03 60.97

合計 42.72 57.27
中部
　エミーリア・ロマーニャ 50.39 49.61
　トスカーナ 52.51 47.49
　マルケ 44.93 55.07
　ウンブリア 48.83 51.17
　ラツィオ 36.68 63.32

合計 45.66 54.34
南部
　アブルッツォ 35.61 64.39
　バジリカータ 34.11 65.89
　カラーブリア 32.96 67.03
　カンパーニャ 31.48 68.52
　モリーゼ 39.22 60.78
　プーリア 32.84 65.89
　サルデーニャ 27.78 72.22
　シチリア 28.40 71.58

合計 31.36 68.63
全国 40.04 59.96
　出典：表６と同じ



二
二
八

た
。
し
か
し
、
こ
の
結
果
は
、
政
党
の
支
持
者
が
、
自
ら
の
支
持
政

党
の
示
し
た
立
場
に
忠
実
で
あ
る
な
ら
ば
、
予
測
で
き
な
い
も
の
で

は
な
か
っ
た
。
な
ぜ
な
ら
、
反
対
運
動
を
展
開
し
た
政
党
は
、
民
主

党
の
左
派
、
左
翼
・
エ
コ
ロ
ジ
ー
・
自
由
、
市
民
革
命
、
中
道
右
派

の
諸
政
党
（
自
由
の
人
民
、
北
部
同
盟
お
よ
び
そ
の
同
盟
小
政
党
）
そ
し

て
五
つ
星
運
動
で
あ
り
、
こ
の
諸
政
党
の
二
〇
一
三
年
総
選
挙
に
お

け
る
得
票
率
の
総
計
は
、
五
九
・
七
％
に
達
し
、
今
回
の
国
民
投
票

の
反
対
票
の
比
率
に
ほ
ぼ
匹
敵
し
て
い
る
か
ら
で
あ
る（

（2
（

。
し
か
し
、

こ
の
数
字
か
ら
だ
け
で
は
、
本
当
に
有
権
者
が
そ
れ
ぞ
れ
の
支
持
政

党
の
下
し
た
投
票
指
示
に
忠
実
で
あ
っ
た
と
は
断
定
で
き
な
い
。

そ
こ
で
、
こ
の
点
を
さ
ら
に
確
認
す
る
た
め
に
、
カ
ッ
タ
ー
ネ
オ

研
究
所
が
一
〇
の
コ
ム
ー
ネ
を
対
象
に
行
っ
た
、
二
〇
一
三
年
の
総

選
挙
で
民
主
党
、
自
由
の
人
民
、
五
つ
星
運
動
に
投
票
し
た
有
権
者

の
票
が
、
今
回
の
国
民
投
票
で
賛
成
、
反
対
、
棄
権
（
無
効
票
、
白

票
を
含
む
）
に
ど
の
よ
う
に
流
れ
た
か
に
つ
い
て
の
分
析
を
見
る
こ

と
に
し
よ
う
。

ま
ず
、
民
主
党
か
ら
始
め
る
（
グ
ラ
フ
１
参
照
）。
総
選
挙
で
民
主

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

アッレサンドリア
トリノ

ノヴァーラ
ブレッシャ
パードヴァ

パルマ
ボローニャ

フィレンツェ
ナポリ

レッジョ・カラーブリア
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カリアリ

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

アッレサンドリア
トリノ

ノヴァーラ
ブレッシャ
パードヴァ

パルマ
ボローニャ

フィレンツェ
ナポリ

レッジョ・カラーブリア
パレルモ
カリアリ

賛成
反対
棄権

賛成
反対
棄権

71.5 22.9 5.6
62.5 33.0 4.5

74.3 22.0 3.6
70.6 29.4 0.0

64.1 27.6 8.3
74.7 23.5 1.8

69.4 22.8 7.8
79.4 20.3 0.3

49.6 41.6 8.8
58.6 12.0 29.4

70.1 29.9 0.0
54.1 45.9 0.0

20.9 50.9 28.3
28.5 44.3 27.3
28.4 58.2 13.3

36.8 34.6 28.5
26.3 59.9 13.8

17.6 59.8 22.6
41.9 57.9 0.3
44.0 39.3 16.7

17.2 52.1 30.7
23.4 59.4 17.2

9.0 59.4 31.6
22.5 72.6 4.9

グラフ１　2013年総選挙で民主党に投票した100人の有権者の投票動向

　出典：�I flussi elettorali tra elezioni politiche del 2013 e il referendum costituzionale,
　　　　�http://www.cattaneo.org/wp-content/uploads/2016/12/Analisi-Istituto-Cattaneo-

Referendum-4-dicembre-2016-Flussi-da-elezioni-politiche-2013-05.12.16.pdf



二
二
九

レ
ン
ツ
ィ
内
閣
に
よ
る
憲
法
改
正
の
結
末
（
高
橋
）

党
に
投
票
し
た
有
権
者
は
、
レ
ッ
ジ
ョ
・
カ
ラ
ー
ブ
リ
ア
を
除
い
て
九
〇
％

を
超
え
る
高
い
投
票
率
を
記
録
し
て
い
る
こ
と
が
ま
ず
確
認
で
き
る
。
し
か

し
、
党
指
導
部
の
賛
成
へ
の
投
票
指
示
に
も
か
か
わ
ら
ず
反
対
に
投
じ
た
者

も
少
な
く
な
か
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
北
部
お
よ
び
中
部
の
都
市
で
は
、
最
小

が
フ
ィ
レ
ン
ツ
ェ
の
二
〇
・
三
％
で
、
最
大
は
、
ト
リ
ノ
の
三
三
％
と
な
っ
て

い
る
。
南
部
に
お
い
て
は
、
反
対
票
の
比
重
は
増
し
、
憲
法
改
正
を
拒
否
す

る
民
主
党
へ
の
投
票
者
は
四
割
を
超
え
て
い
る
。
分
析
者
で
あ
る
ヴ
ィ
ニ
ャ

テ
ィ
（Rinaldo V

ignati

）
ミ
ラ
ノ
大
学
政
治
社
会
学
契
約
教
員
は
、
憲
法
改

正
国
民
投
票
の
投
票
動
向
か
ら
、
書
記
長
の
公
式
の
路
線
に
異
論
を
持
つ
、

少
数
で
は
あ
る
が
無
視
で
き
な
い
勢
力
が
支
持
者
の
中
に
存
在
す
る
こ
と
が

確
認
で
き
た
と
し
て
い
る
。

次
は
、
中
道
右
派
の
主
要
政
党
で
あ
る
ベ
ル
ル
ス
コ
ー
ニ
率
い
る
自
由
の

人
民
で
あ
る
（
グ
ラ
フ
２
参
照
）。
こ
の
党
に
つ
い
て
、
ま
ず
指
摘
で
き
る
こ

と
は
、
総
選
挙
で
獲
得
し
た
票
の
か
な
り
の
部
分
が
棄
権
へ
と
流
れ
た
こ
と

で
あ
る
。
第
二
は
、
ベ
ル
ル
ス
コ
ー
ニ
派
の
投
票
が
、
憲
法
改
正
を
め
ぐ
っ

て
か
な
り
割
れ
た
と
い
う
点
で
あ
る
。
パ
ル
マ
、
ナ
ポ
リ
、
パ
レ
ル
モ
で
の

自
由
の
人
民
の
改
正
賛
成
派
は
、二
割
未
満
に
止
ま
っ
た
。
し
か
し
、ブ
レ
ッ

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

アッレサンドリア
トリノ

ノヴァーラ
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パードヴァ
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ボローニャ
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レッジョ・カラーブリア
パレルモ
カリアリ

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

アッレサンドリア
トリノ

ノヴァーラ
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賛成
反対
棄権

賛成
反対
棄権

71.5 22.9 5.6
62.5 33.0 4.5

74.3 22.0 3.6
70.6 29.4 0.0

64.1 27.6 8.3
74.7 23.5 1.8

69.4 22.8 7.8
79.4 20.3 0.3

49.6 41.6 8.8
58.6 12.0 29.4

70.1 29.9 0.0
54.1 45.9 0.0

20.9 50.9 28.3
28.5 44.3 27.3
28.4 58.2 13.3

36.8 34.6 28.5
26.3 59.9 13.8

17.6 59.8 22.6
41.9 57.9 0.3
44.0 39.3 16.7

17.2 52.1 30.7
23.4 59.4 17.2

9.0 59.4 31.6
22.5 72.6 4.9

グラフ２　2013年総選挙で自由の人民に投票した100人の有権者の投票動向

　出典：グラフ１と同じ



二
三
〇

シ
ャ
で
は
、改
正
賛
成
派
は
、ベ
ル
ル
ス
コ
ー
ニ
へ
の
投
票
者
の
三
六
・
八
％
、

ボ
ロ
ー
ニ
ャ
、
フ
ィ
レ
ン
ツ
ェ
に
至
っ
て
は
、
四
割
を
超
え
た
。

最
後
に
五
つ
星
運
動
に
つ
い
て
見
て
み
よ
う
（
グ
ラ
フ
３
参
照
）。
ま
ず
確

認
で
き
る
こ
と
は
、
カ
リ
ア
リ
、
フ
ィ
レ
ン
ツ
ェ
を
除
く
一
〇
コ
ム
ー
ネ
で

八
〇
％
以
上
の
投
票
率
で
あ
っ
た
よ
う
に
、
総
選
挙
で
五
つ
星
運
動
に
投
じ

ら
れ
た
票
が
ほ
と
ん
ど
棄
権
へ
と
流
れ
な
か
っ
た
こ
と
で
あ
る
。
さ
ら
に
、

グ
リ
ッ
ロ
（Giuseppe Piero Grillo

）
の
呼
び
か
け
に
忠
実
に
従
っ
て
、
大

多
数
の
支
持
者
が
憲
法
改
正
反
対
を
選
択
し
た
こ
と
が
注
目
さ
れ
る
（
一
二

コ
ム
ー
ネ
中
六
コ
ム
ー
ネ
で
九
〇
％
以
上
が
反
対
）。

（
４
）
憲
法
改
正
の
国
民
投
票
の
制
度
の
問
題

憲
法
改
正
国
民
投
票
の
制
度
上
の
問
題
と
し
て
は
、
以
下
の
二
点
が
指
摘

で
き
る
。
ま
ず
、
与
党
（
実
態
は
内
閣
）
自
ら
が
、
レ
ン
ツ
ィ
案
の
「
承
認

を
求
め
る
国
民
投
票
（referendum

 conferm
ativo

）」
を
請
求
し
認
容
さ
れ

た
こ
と
の
是
非
で
あ
る
。
学
説
に
よ
れ
ば
、
一
三
八
条
が
定
め
る
国
民
投
票

は
、
本
来
、
憲
法
改
正
案
に
反
対
の
政
党
（
議
会
の
少
数
派
）
が
「
否
認
を

求
め
て
（referendum

 oppositivo

）」
請
求
す
る
も
の
と
さ
れ
て
い
る
か
ら
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パルマ
ボローニャ
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賛成
反対
棄権

4.9 92.7 2.4
0.0 82.9 17.1
0.4 91.7 7.9
3.5 90.3 6.2
2.8 94.8 2.3

14.9 67.7 17.4
2.9 83.5 13.6

13.9 65.0 21.1
0.0 100.0 0.0

11.4 79.0 8.7
1.6 98.4 0.0
0.0 74.5 25.5

グラフ3　2013年総選挙で五つ星運動に投票した100人の有権者の投票行動

　出典：グラフ１と同じ



二
三
一

レ
ン
ツ
ィ
内
閣
に
よ
る
憲
法
改
正
の
結
末
（
高
橋
）

で
あ
る
。
特
に
今
回
は
、
レ
ン
ツ
ィ
の
決
断
主
義
的
な
政
治
ス
タ
イ
ル
（「
国
民
投
票
が
否
決
さ
れ
れ
ば
、
政
界
か
ら
引
退
す
る
と
表
明
」）
と

も
重
な
り
、
与
党
を
中
心
に
結
成
さ
れ
た
国
民
投
票
運
動
の
推
進
団
体
（Com
itato N

azionale per il Sì al referedum
 Costituzionale-

Basta un Sì 
［
一
つ
の
賛
成
で
十
分
だ
］）
が
活
発
に
有
権
者
に
賛
成
を
呼
び
掛
け
た
こ
と
が
、
憲
法
改
正
案
の
内
容
を
問
う
国
民
投
票
を
レ

ン
ツ
ィ
政
権
の
存
続
の
是
非
を
問
う
プ
レ
シ
ビ
ッ
ト
に
転
化
す
る
危
険
を
増
幅
し
た
の
で
は
な
い
か
と
指
摘
さ
れ
た
。

第
二
は
、
承
認
対
象
は
憲
法
改
正
法
案
全
体
で
あ
り
、
個
別
条
文
で
は
な
い
こ
と
で
あ
る
。
そ
の
こ
と
は
、
国
民
投
票
の
投
票
用
紙
に
、

「
議
会
が
可
決
し
、
二
〇
一
六
年
四
月
一
五
日
付
の
官
報
に
公
布
さ
れ
た
対
等
な
両
院
制
の
克
服
、
国
会
議
員
定
数
の
削
減
、
政
治
諸
制

度
の
機
能
に
係
る
コ
ス
ト
の
抑
制
、
経
済
労
働
国
民
会
議
の
廃
止
お
よ
び
憲
法
第
二
部
第
五
章
の
見
直
し
に
関
す
る
規
程
を
内
容
と
す
る

憲
法
的
法
律
の
本
文
を
承
認
し
ま
す
か
？
」
と
記
載
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
も
明
ら
か
で
あ
る
。
今
回
の
改
正
案
の
よ
う
に
そ
の
内
容
が

広
範
囲
に
わ
た
っ
て
い
て
も
全
体
と
し
て
の
賛
否
の
表
明
し
か
で
き
ず
、
上
院
制
度
改
革
に
は
賛
成
だ
が
、
国
と
州
の
権
限
の
見
直
し
に

は
反
対
だ
と
い
う
部
分
的
な
意
見
表
明
が
で
き
な
い
と
い
う
仕
組
み
の
是
非
が
問
わ
れ
た
。

四 

国
民
投
票
後
の
行
方

反
対
派
の
圧
勝
に
終
わ
っ
た
国
民
投
票
の
結
果
を
受
け
、
レ
ン
ツ
ィ
首
相
は
辞
職
し
、
ジ
ェ
ン
テ
ィ
ロ
ー
ニ
新
内
閣
が
成
立
し
た
。
し

か
し
、
新
内
閣
が
国
民
投
票
で
敗
北
し
た
与
党
を
基
盤
と
し
て
い
る
こ
と
、
ま
た
、
立
法
期
の
残
り
も
約
一
年
で
あ
る
こ
と
を
理
由
に
、

最
大
野
党
の
五
つ
星
運
動
を
中
心
に
即
時
の
解
散
・
総
選
挙
を
求
め
る
声
が
高
ま
っ
て
い
る
。
そ
こ
で
、
最
後
に
、
現
在
の
イ
タ
リ
ア
政

局
に
お
け
る
最
大
の
関
心
事
で
あ
る
総
選
挙
、
と
り
わ
け
ど
の
選
挙
法
で
選
挙
を
行
う
べ
き
か
に
つ
い
て
、
そ
の
問
題
の
現
状
を
紹
介
す
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る
。な

ぜ
、
ど
の
選
挙
法
か
と
い
う
問
題
が
ク
ロ
ー
ズ
・
ア
ッ
プ
さ
れ
る
か
と
い
う
と
、
二
〇
一
三
年
一
二
月
憲
法
裁
判
所
が
、
両
院
の
選

挙
法
（
二
〇
〇
五
年
一
二
月
二
一
日
法
律
第
二
七
〇
号
「
下
院
お
よ
び
上
院
の
選
挙
規
程
の
改
正（

（3
（

」）
の
多
数
派
プ
レ
ミ
ア
ム
制
と
拘
束
名
簿
に
関

す
る
規
定
を
違
憲
と
す
る
判
決
（
二
〇
一
四
年
判
決
第
一
号
）（

（3
（

を
下
し
た
こ
と
に
端
を
発
す
る
。
レ
ン
ツ
ィ
内
閣
は
こ
の
判
決
を
受
け
て
両

院
の
選
挙
法
改
正
案
を
議
会
に
提
出
し
た
。
し
か
し
、
ほ
ぼ
同
時
に
審
議
が
進
行
し
て
い
た
憲
法
改
正
案
で
は
、
上
院
を
州
議
会
に
よ
る

間
接
選
挙
と
す
る
こ
と
を
前
提
と
し
て
い
た
の
で
、す
で
に
提
出
済
み
の
選
挙
法
案
か
ら
上
院
選
挙
法
の
部
分
を
削
除
し
た
。
こ
う
し
て
、

憲
法
判
決
を
踏
ま
え
て
成
立
し
た
の
は
、
下
院
選
挙
法
（
二
〇
一
五
年
法
律
第
五
二
号
、
以
下
、
イ
タ
リ
ア
で
呼
ば
れ
て
い
る
よ
う
にItalicum

と
表
記
す
る
）
の
み
と
な
っ
た
。

憲
法
裁
判
決
と
の
関
係
で
注
目
さ
れ
るItalicum

の
内
容
は
、
①
多
数
派
プ
レ
ミ
ア
ム
の
配
分
要
件
を
設
け
た
こ
と
（
全
国
の
有
効
投

票
の
四
〇
％
）、
②
配
分
要
件
を
満
た
し
た
候
補
者
名
簿
が
存
在
し
な
い
場
合
、
上
位
二
位
の
名
簿
間
で
決
選
投
票
を
行
い
勝
利
者
に
プ
レ

ミ
ア
ム
を
配
分
す
る
仕
組
み
を
導
入
し
た
こ
と
、
③
非
拘
束
名
簿
制
で
、
二
名
ま
で
選
好
投
票
で
き
る
こ
と
、
④
重
複
立
候
補
（
一
〇
選

挙
区
）
が
可
能
で
、
当
選
し
た
場
合
、
選
出
選
挙
区
を
自
由
に
選
択
で
き
る
筆
頭
候
補
者
（
名
簿
筆
頭
登
載
者
）
と
い
う
制
度
を
設
け
た
こ

と
で
あ
る
。

し
か
し
、Italicum

の
憲
法
適
合
性
に
疑
問
を
持
つ
弁
護
士
グ
ル
ー
プ
（gruppo avvocati antitalicum

）
が
、
各
地
で
一
斉
に
憲
法

判
断
を
求
め
る
訴
訟
を
起
こ
す
事
態
と
な
り
、
五
つ
の
地
方
裁
判
所
（
メ
ッ
シ
ー
ナ
、
ト
リ
ノ
、
ペ
ル
ー
ジ
ャ
、
ト
リ
エ
ス
テ
、
ジ
ェ
ー
ノ
ヴ
ァ
）

がItalicum

に
関
す
る
憲
法
判
断
を
求
め
て
憲
法
裁
判
所
へ
の
移
送
を
決
定
し
た
。
こ
う
し
て
、
憲
法
裁
判
所
の
結
論
が
出
る
ま
で
、

解
散
・
総
選
挙
は
事
実
上
で
き
な
く
な
っ
た
。
そ
の
注
目
の
憲
法
裁
判
所
の
判
決
は
、
二
〇
一
七
年
一
月
二
五
日
に
下
さ
れ
た
。
そ
の
内
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レ
ン
ツ
ィ
内
閣
に
よ
る
憲
法
改
正
の
結
末
（
高
橋
）

容
は
、
①
第
一
回
投
票
に
お
け
る
多
数
派
プ
レ
ミ
ア
ム
制
は
合
憲
で
あ
る
が
、
決
選
投
票
に
お
け
る
多
数
派
プ
レ
ミ
ア
ム
は
違
憲
、
②
複

数
の
選
挙
区
で
当
選
し
た
筆
頭
候
補
者
が
自
由
に
選
出
選
挙
区
を
選
択
す
る
こ
と
を
可
能
と
す
る
規
定
は
違
憲
、
③
「
判
決
の
結
果
、
選

挙
法
は
直
ち
に
適
用
可
能
と
な
る
」
の
三
点
に
ま
と
め
る
こ
と
が
で
き
る（

（3
（

。
こ
の
結
果
、
ど
の
選
挙
法
で
選
挙
を
行
う
の
か
と
い
う
問
題

は
、
下
院
に
つ
い
て
は
一
応
解
決
し
た
。

一
方
、
国
民
投
票
で
憲
法
改
正
案
が
否
決
さ
れ
た
結
果
、
上
院
選
挙
も
今
ま
で
通
り
国
民
に
よ
る
直
接
選
挙
に
よ
っ
て
行
わ
れ
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
が
、
下
院
と
違
っ
て
憲
法
裁
の
判
決
を
踏
ま
え
た
法
改
正
は
さ
れ
て
い
な
い
。
す
な
わ
ち
、
上
院
の
選
挙
法
は
、
憲
法
裁
判

決
（
二
〇
一
四
年
第
一
号
判
決
）
に
よ
っ
て
修
正
を
受
け
た
二
〇
〇
五
年
法
（Consultellum

）
で
あ
る
。
こ
の
修
正
法
の
適
用
可
能
性
に
つ

い
て
は
議
論
が
あ
っ
た
が
、
今
回
の
判
決
を
受
け
て
（
特
に
③
）、
こ
の
修
正
法
に
つ
い
て
も
国
会
の
介
入
な
し
に
直
ち
に
適
用
が
可
能
で

あ
る
と
の
理
解
が
一
般
的
と
な
り
、
上
院
に
つ
い
て
も
総
選
挙
を
行
う
制
度
上
の
条
件
が
揃
っ
た
。

こ
う
し
て
総
選
挙
を
め
ぐ
る
対
立
は
、
い
つ
行
う
か
に
局
面
が
移
り
、Italicum

お
よ
びConsultellum

に
よ
る
即
時
の
総
選
挙
の

実
施
を
主
張
す
る
民
主
党
主
流
派
、
五
つ
星
運
動
、
北
部
同
盟
と
両
院
の
選
挙
制
度
を
よ
り
調
和
（
同
一
の
多
数
派
が
形
成
さ
れ
る
こ
と
を

可
能
と
す
る（

（3
（

）
が
と
れ
た
も
の
に
す
る
た
め
の
改
革
を
ま
ず
行
う
べ
き
だ
と
す
る
フ
ォ
ル
ツ
ァ
・
イ
タ
リ
ア
、
民
主
党
左
派
が
激
し
く
対

立
し
て
い
る
の
が
現
状
で
あ
る
。

（
1
）
二
〇
一
四
年
三
月
三
一
日
の
閣
議
決
定
を
経
て
、
上
院
に
提
出
（
四
月
八
日
）。
憲
法
一
三
八
条
一
項
（「
憲
法
改
正
お
よ
び
そ
の
他
の
憲
法
的

法
律
は
、
各
議
院
が
、
少
な
く
と
も
三
カ
月
の
期
間
を
お
い
て
連
続
し
て
二
回
の
議
決
を
す
る
も
の
と
し
、
第
二
回
目
の
表
決
で
は
各
議
院
の
絶

対
多
数
可
決
す
る
も
の
と
す
る
」
に
従
い
審
議
さ
れ
た
。
そ
の
結
果
、
上
院
の
第
一
回
目
の
表
決
は
、
二
〇
一
五
年
一
〇
月
一
三
日
に
行
わ
れ
、

賛
成
一
七
八
、
反
対
一
七
、
棄
権
七
で
可
決
し
た
。
下
院
は
、
第
一
回
目
の
表
決
を
二
〇
一
六
年
一
月
一
一
日
に
行
い
、
賛
成
三
六
七
、
反
対
一



二
三
四

九
四
、
棄
権
六
四
で
可
決
し
た
。
第
二
回
表
決
は
、
上
院
が
賛
成
一
八
〇
、
反
対
一
一
二
、
棄
権
一
一
二
で
可
決
（
二
〇
一
六
年
一
月
二
〇
日
）、

下
院
も
賛
成
三
六
一
、
反
対
七
、
棄
権
七
で
可
決
（
二
〇
一
六
年
四
月
一
二
日
）
し
た
。
な
お
、
上
院
の
第
一
回
表
決
と
上
院
の
第
二
回
表
決
に

お
い
て
は
、
五
つ
星
運
動
、
北
部
同
盟
、
フ
ォ
ル
ツ
ァ
・
イ
タ
リ
ア
・
自
由
の
人
民
（
ベ
ル
ル
ス
コ
ー
ニ
を
首
相
に
）
と
い
っ
た
主
要
野
党
は
、

議
場
を
退
場
し
、
表
決
に
参
加
し
な
か
っ
た
。
す
べ
て
の
表
決
に
お
い
て
事
実
上
与
党
の
み
の
賛
成
で
あ
っ
た
。

（
2
）
第
二
回
目
の
表
決
で
、
賛
成
が
三
分
の
二
を
超
え
な
か
っ
た
結
果
（
憲
法
一
三
八
条
三
項
「
憲
法
改
正
法
律
お
よ
び
憲
法
的
法
律
が
、
各
院
の

第
二
回
目
の
表
決
に
お
い
て
そ
の
議
員
の
三
分
の
二
の
多
数
で
可
決
さ
れ
た
と
き
は
、
国
民
投
票
は
行
わ
な
い
」）、
法
案
に
賛
成
し
た
与
党
議
員
、

反
対
し
た
国
会
議
員
の
み
な
ら
ず
、
反
対
賛
成
そ
れ
ぞ
れ
の
立
場
の
国
民
か
ら
も
国
民
投
票
が
請
求
さ
れ
た
（
一
三
八
条
二
項
「
前
項
の
法
律
は
、

公
布
三
か
月
以
内
に
、
一
議
院
の
議
員
の
五
分
の
一
、
五
〇
万
人
の
選
挙
権
者
ま
た
は
五
つ
の
州
議
会
の
要
求
が
あ
る
と
き
に
は
、
国
民
投
票
に

付
さ
れ
る
。」）。
破
毀
院
（
国
民
投
票
中
央
事
務
局
）
は
、
必
要
な
署
名
数
に
達
し
な
か
っ
た
法
案
反
対
派
か
ら
の
請
求
を
除
い
た
請
求
を
す
べ

て
認
容
し
た
。
破
毀
院
の
決
定
を
受
け
て
、
レ
ン
ツ
ィ
内
閣
は
、
九
月
二
六
日
の
閣
議
で
国
民
投
票
の
投
票
日
を
一
二
月
四
日
に
決
定
し
た
。
今

ま
で
実
施
さ
れ
た
憲
法
改
正
案
の
可
否
を
問
う
国
民
投
票
は
、
二
〇
〇
一
年
、
二
〇
〇
六
年
の
二
回
で
あ
る
。
二
〇
〇
六
年
の
国
民
投
票
に
つ
い

て
は
、岩
波
祐
子
「
イ
タ
リ
ア
二
〇
〇
六
年
憲
法
改
正
国
民
投
票
―
改
正
案
の
概
要
と
国
民
投
票
ま
で
の
道
程
―
」
立
法
と
調
査N

o.

二
五
九
（
二

〇
〇
六
年
九
月
）
一
〇
七
頁
―
一
一
四
頁
を
参
照
。

（
3
）
新
内
閣
は
、
下
院
で
は
信
任
三
六
八
、
不
信
任
一
〇
五
で
（
一
三
日
）、
上
院
は
、
信
任
一
六
九
、
不
信
任
九
九
（
一
四
日
）
で
そ
れ
ぞ
れ
信

任
さ
れ
た
。
閣
僚
の
党
派
別
構
成
は
以
下
の
通
り
。
民
主
党
：
首
相
、
閣
僚
一
二
、
内
閣
官
房
長
官
一
、
新
中
道
右
派
（N

uovo Centrodestra

［N
CD

］
シ
ル
ヴ
ィ
オ
・
ベ
ル
ル
ス
コ
ー
ニ
率
い
る
中
道
右
派
政
党
「
自
由
の
人
民
」
の
書
記
長
で
あ
っ
た
ア
ン
ジ
ェ
リ
ー
ノ
・
ア
ル
フ
ァ
ノ
を

中
心
と
し
た
党
内
穏
健
派
グ
ル
ー
プ
が
、
ベ
ル
ル
ス
コ
ー
ニ
に
よ
る
フ
ォ
ル
ツ
ァ
・
イ
タ
リ
ア
再
結
成
に
参
画
せ
ず
、
独
自
に
結
成
し
た
政
党
）：

閣
僚
三
、
イ
タ
リ
ア
の
た
め
の
中
道
主
義
者
（Centisti per L’Italia

［Cpf

］）
閣
僚
一
、
独
立
派
：
閣
僚
二
。

（
4
）
経
済
労
働
国
民
会
議
（CN

EL

）
は
、
労
働
組
合
、
専
門
家
お
よ
び
企
業
を
代
表
す
る
間
接
選
挙
に
よ
っ
て
選
出
さ
れ
る
国
家
お
よ
び
政
府
の

諮
問
機
関
で
、
経
済
・
社
会
立
法
に
関
す
る
法
律
の
発
案
権
を
持
っ
て
い
る
。
期
待
さ
れ
た
情
報
等
を
提
供
で
き
ず
、
政
策
決
定
過
程
に
影
響
を

及
ぼ
す
こ
と
も
少
な
か
っ
た
。

（
5
）
二
〇
〇
一
年
の
憲
法
改
正
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
文
献
を
参
照
。
高
橋
利
安
「
イ
タ
リ
ア
に
お
け
る
地
方
分
権
を
め
ぐ
る
動
向
―
二
〇
〇
一
年

憲
法
的
法
律
第
三
号
の
分
析
を
中
心
に
―
」
愛
敬
浩
二
・
水
島
朝
穂
・
諸
根
貞
夫
編
『
現
代
立
憲
主
義
の
認
識
と
実
践
』
日
本
評
論
社
（
二
〇
〇
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レ
ン
ツ
ィ
内
閣
に
よ
る
憲
法
改
正
の
結
末
（
高
橋
）

五
年
）、
一
九
二
頁
―
二
二
四
頁
、
同
「
イ
タ
リ
ア
に
お
け
る
地
方
分
権
と
補
完
性
原
則
」
若
松
隆
・
山
田
徹
編
『
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
分
権
改
革
の
新

潮
流
―
地
域
主
義
と
補
完
性
原
理
―
』
中
央
大
学
出
版
部
（
二
〇
〇
八
年
）、
七
五
頁
―
九
二
頁
。

（
6
）
イ
タ
リ
ア
で
は
、
連
邦
国
家
で
も
単
一
国
家
で
も
な
い
広
範
な
自
治
権
を
持
っ
た
州
か
ら
構
成
さ
れ
る
国
家
モ
デ
ル
と
定
義
さ
れ
て
い
る
。
ま

た
、
イ
タ
リ
ア
の
「
州
国
家
」
と
し
て
の
特
徴
は
、
非
連
邦
制
国
家
で
あ
り
な
が
ら
憲
法
上
、
国
と
州
の
間
で
の
立
法
権
分
割
を
規
定
し
、
立
法

権
分
割
の
審
判
者
と
し
て
憲
法
裁
判
所
が
活
発
に
機
能
し
て
い
る
こ
と
に
あ
る
と
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
参
照
、
芦
田
淳
「
イ
タ
リ
ア
憲
法
改
正
と

州
の
自
治
権
―
立
法
権
分
割
と
上
院
改
革
を
素
材
と
し
て
―
」
自
治
総
研
四
四
五
号
（
二
〇
一
五
年
）
一
頁
。
州
国
家
の
基
本
的
な
特
徴
に
つ
い

て
は
、
高
橋
前
掲
（
二
〇
〇
八
年
）、
六
六
頁
―
六
八
頁
を
参
照
。

（
7
）
イ
タ
リ
ア
の
現
行
二
院
制
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
文
献
に
依
拠
し
た
。
田
近
肇
「
イ
タ
リ
ア
型
二
院
制
の
課
題
」『
岡
山
大
学
法
学
雑
誌
』
六

三
巻
一
号
（
二
〇
一
三
年
八
月
）、
一
―
二
六
頁
、
カ
ル
ロ
・
フ
ザ
ー
ロ
（
芦
田
淳
訳
）「
イ
タ
リ
ア
に
お
け
る
二
院
制
―
設
計
の
不
備
、
期
待
外

れ
の
実
績
、
未
完
の
改
革
に
特
徴
づ
け
ら
れ
た
一
五
〇
年
―
」
岡
田
信
弘
編
『
二
院
制
の
比
較
研
究
―
英
・
仏
・
独
・
伊
と
日
本
の
二
院
制
―
』（
日

本
評
論
社
、
二
〇
一
四
年
三
月
）
九
―
三
〇
頁
、
芦
田
淳
「
イ
タ
リ
ア
に
お
け
る
二
院
制
議
会
の
制
度
枠
組
と
そ
の
帰
結
」
岡
田
前
掲
書
、
一
〇

五
―
一
一
五
頁
、A

ugusto Barbera e Carlo Fusaro, IL corso di diritto costituzionale,il M
ulino,Bologna,2016,pp.325-365.

（
8
）
任
期
に
つ
い
て
は
、
当
初
憲
法
上
は
、
下
院
議
員
が
五
年
、
上
院
議
員
が
六
年
で
あ
っ
た
が
一
九
六
三
年
の
憲
法
改
正
に
よ
っ
て
、
五
年
に
統

一
さ
れ
た
。
憲
法
改
正
前
に
も
下
院
の
任
期
満
了
に
よ
る
選
挙
の
際
に
上
院
も
繰
り
上
げ
解
散
（「
技
術
的
解
散
」
と
呼
ば
れ
た
）
す
る
こ
と
で
、

両
院
の
選
挙
が
同
時
に
行
わ
れ
て
い
た
（
一
九
五
三
年
お
よ
び
一
九
五
八
年
選
挙
）。

（
9
）A

ndrea M
acchiavello,Il problem

a dei bicam
eralism

o e le origini del Senato.Il D
ibattito in A

ssem
blea Costituente, Studi 

U
rbinati di scienze giuridiche,politiche ed econom

iche,vol.62,n.1-2

（2011

）,pp.169-190.

お
よ
び
、
芦
田
淳
「
イ
タ
リ
ア
の
対
等

な
二
院
制
下
で
の
立
法
過
程
を
め
ぐ
る
考
察
」
北
大
法
学
論
集
六
二
巻
六
号
、
二
六
五
―
二
六
八
頁
を
参
照
。

（
10
）
こ
の
結
果
、
第
二
小
委
員
会
は
、「
国
民
社
会
に
実
在
す
る
す
べ
て
の
勢
力
に
よ
り
完
全
な
政
治
的
表
現
を
与
え
る
た
め
に
、
第
二
院
を
置
く
こ

と
が
必
要
で
あ
る
こ
と
を
承
認
す
る
」
と
い
う
決
議
を
可
決
し
た
（
一
九
四
六
年
九
月
七
日
）。A

tti,A
ssem

blea Costituente,Com
m

issione 
per la Costituzione,II Sottocom

m
isione,Resocont som

m
ario,7 settem

bre 1946,145ss.

（
11
）
一
九
四
六
年
九
月
二
四
日
、
憲
法
委
員
会
第
二
小
委
員
会
で
の
ラ
コ
ー
ニ
（Renzo Laconi,

共
産
党
）
の
発
言
を
参
照
。Ibidem

,pp. 
268-269.
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（
12
）
一
九
四
六
年
九
月
二
四
日
、
憲
法
委
員
会
第
二
小
委
員
会
で
の
モ
ル
タ
ー
テ
ィ
（Costantino M

ortati,

キ
リ
ス
ト
教
民
主
党
）
お
よ
び
二
五

日
の
ト
ザ
ー
ト
（Egidio T

osato,

キ
リ
ス
ト
教
民
主
党
）
の
発
言
を
参
照
。Ibidem

,24 settem
bre 1946,p.262 e 25 settem

bre 1946, 
p.277.

（
13
）
一
九
四
六
年
九
月
二
四
日
、
憲
法
委
員
会
第
二
小
員
会
決
議
。「
二
院
の
権
限
が
対
等
で
あ
る
と
い
う
前
提
で
、
第
二
院
の
任
命
お
よ
び
構
成

に
つ
い
て
の
審
議
に
移
る
」。Ibidem

,p.289 ss.

（
14
）
憲
法
草
案
に
お
い
て
は
、「
州
に
基
礎
を
置
く
」
選
出
と
し
て
「
上
院
議
員
は
、
そ
の
構
成
員
の
三
分
の
一
は
、
州
議
会
議
員
に
よ
っ
て
選
出

さ
れ
る
」
と
規
定
さ
れ
て
い
た
。
憲
法
草
案
は
、
下
院
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
閲
覧
で
き
る
。http

://legislature.cam
era.it/_dati/

costituente/lavori/ddl/00nc.pdf

（
15
）Cfr.,V

incenzo Lippolis,Il bicam
eralism

o e la singolarità del caso italiano,R
assegna parlam

entare,V
ol.54,N

º.1,2012,pp. 
29-48.

（
16
）
緊
急
の
必
要
が
あ
る
非
常
の
場
合
に
、
政
府
が
、
そ
の
責
任
に
お
い
て
交
付
す
る
法
律
の
効
力
を
有
す
る
命
令
で
、
公
布
後
六
〇
日
以
内
に
議

会
が
法
律
に
転
換
し
な
け
れ
ば
、
遡
っ
て
失
効
す
る
（
憲
法
七
七
条
二
・
三
項
）。
緊
急
法
律
命
令
の
近
年
の
動
向
と
問
題
点
に
つ
い
て
は
、
芦

田
淳「
イ
タ
リ
ア
の
対
等
な
二
院
制
下
の
立
法
過
程
を
め
ぐ
る
考
察
：
北
大
立
法
過
程
研
究
会
報
告
」北
大
法
学
論
集
六
二
巻
六
号（
二
〇
一
二
年
）

二
六
五
―
二
八
八
頁
、
同
「
イ
タ
リ
ア
に
お
け
る
二
院
制
の
動
向
―
第
一
六
立
法
期
以
降
を
中
心
に
―
」
北
大
法
学
論
集
六
五
巻
二
号
（
二
〇
一

四
年
）
一
五
七
―
一
七
六
頁
を
参
照
。
芦
田
は
、
二
〇
一
二
年
論
文
で
「
緊
急
法
律
命
令
の
運
用
の
実
態
は
、
政
府
提
出
法
案
を
優
先
的
に
審
議

さ
せ
る
手
段
の
な
い
政
府
が
、
議
会
に
お
い
て
緊
急
法
律
命
令
（
お
よ
び
そ
の
転
換
法
案
）
に
盛
ら
れ
た
政
策
内
容
を
、
迅
速
に
審
議
さ
せ
る
た

め
の
手
段
」
と
な
っ
て
い
る
（
二
七
七
―
二
八
八
頁
）
と
指
摘
し
て
い
る
。

（
17
）
主
な
憲
法
改
正
に
よ
る
二
院
制
改
革
の
試
み
の
歩
み
は
以
下
の
通
り
。
①
ボ
ッ
ツ
ィ
委
員
会
案
（
憲
法
問
題
に
関
す
る
最
初
の
両
院
合
同
委
員

会
案
（
一
九
八
三
―
八
五
年
）、
②
ラ
ブ
リ
オ
ー
ラ
案
（
下
院
の
憲
法
委
員
会
案
、
一
九
九
〇
―
九
一
年
）、
③
デ
・
ミ
ー
タ
＝
イ
ヨ
ッ
テ
ィ
両
院

合
同
委
員
会
案
（
一
九
九
二
―
九
四
年
）、
④
ダ
レ
ー
マ
両
院
合
同
委
員
会
案
（
一
九
九
七
―
九
八
年
）、
⑤
ベ
ル
ル
ス
コ
ー
ニ
政
権
下
に
可
決
さ

れ
た
憲
法
改
正
案
（
二
〇
〇
五
年
、
二
〇
〇
六
年
の
国
民
投
票
に
よ
っ
て
否
決
）、
⑥
ヴ
ィ
オ
ラ
ン
テ
案
（
二
〇
〇
七
年
）、
⑦
レ
ン
ツ
ィ
案
。
各

案
の
内
容
に
相
違
は
あ
る
が
、
基
本
的
な
方
向
性
と
し
て
「
対
等
な
二
院
制
」
か
ら
「
構
成
と
権
限
の
異
な
る
二
院
制
」
の
移
行
を
目
指
し
て
い

る
こ
と
に
共
通
性
が
あ
る
。
二
院
制
改
正
の
歩
み
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
文
献
を
参
照
。Carlo Fusaro,Per una storia delle riform

e 
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レ
ン
ツ
ィ
内
閣
に
よ
る
憲
法
改
正
の
結
末
（
高
橋
）

istituzionali

（1948-2015

）,R
ivista T

rim
estrale di diritto pubblico,2015,n.2,pp.431-555

;M
arilisa D

’A
m

ico,Giuseppe A
rconzo 

e Stefania Leone,Com
e cam

bia la costituzione,G
uida alla lettura della riform

a costituzionale,Giappichelli,T
orino,2015,

pp.9-19.

（
18
）
レ
ン
ツ
ィ
案
の
内
容
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
文
献
を
主
に
参
照
に
し
た
。Cam

era dei deputati,La riform
a costituzionale,schede di 

lettura n.216/12 parte prim
a 2016,http

://docum
enti.cam

era.it/leg17/dossier/pdf/ac0500p.pdf

（
二
〇
一
七
年
一
月
二
〇
日

最
終
閲
覧
）;M

arilisa D
’A

m
ico,Giuseppe A

rconzo e Stefania Leone,op.cit.pp.21-65
;Carlo Fusaro,La Ragioni di una riform

a, 
in Guido Crainz e Carlo Fusaro,A

ggiornare la costituzione.Storia e ragioni di una riform
a,D

onzelli,Rom
a,2016,pp.59-72.

（
19
）
州
議
会
議
員
お
よ
び
コ
ム
ー
ネ
長
か
ら
の
上
院
議
員
の
選
出
方
法
、
州
議
会
議
員
お
よ
び
コ
ム
ー
ネ
長
が
失
職
し
た
場
合
の
議
員
の
交
代
の
方

法
に
つ
い
て
は
、
新
た
な
上
院
議
員
選
挙
法
に
よ
っ
て
規
定
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
た
が
、
実
際
に
は
制
定
さ
れ
な
か
っ
た
。

（
20
）
大
統
領
は
、
憲
法
が
定
め
る
条
件
を
満
た
し
た
市
民
を
五
名
ま
で
上
院
議
員
に
任
命
で
き
る
仕
組
み
は
残
し
た
が
任
期
は
、
終
身
で
は
な
く
大

統
領
の
任
期
と
同
じ
五
年
に
変
更
し
た
。

（
21
）Carlo Fusaro,Le ragioni di una riform

a,p.61.

（
22
）M

arilisa D
ʼA

m
ico,Giuseppe A

rconzo e Stefania Leone,op.cit.pp.37-38.

（
23
）Fonte:Corte costituzionale,Servizio studi,Giurisprdenza costituzionale dell,anno 2015,D

ati quanttativi e analsi, 
http

://w
w

w
.cortecostituzionale.it/docum

enti/interventi_presidente/D
ati_2015.pdf

（
二
〇
一
七
年
一
月
二
〇
日
最
終
閲
覧
）

（
24
）
①
外
国
と
の
通
商
、
②
労
働
の
保
護
お
よ
び
安
全
、
③
ス
ポ
ー
ツ
に
係
る
制
度
、
④
通
信
制
度
、
⑤
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
全
国
規
模
で
の
生
産
、
輸

送
お
よ
び
配
給
、
⑥
補
充
的
・
補
完
的
な
年
金
保
険
、
⑦
財
政
お
よ
び
税
制
の
調
整
、
⑧
職
業
、
⑨
健
康
の
保
護
、
⑩
食
品
の
安
全
、
⑪
災
害
救

助
の
全
国
的
制
度
お
よ
び
調
整
、
⑫
全
国
的
な
利
益
に
関
わ
る
大
規
模
な
輸
送
網
お
よ
び
航
行
網
、
⑬
全
国
的
お
よ
び
国
際
的
な
利
益
に
関
わ
る

民
間
の
港
湾
お
よ
び
空
港
。

（
25
）
過
去
二
回
の
国
民
投
票
の
結
果
は
以
下
の
通
り
。
二
〇
〇
一
年
：
賛
成
六
四
・
二
一
％
、反
対
三
五
・
七
九
％
、二
〇
〇
六
年
：
賛
成
三
八
・
三
六
％
、

反
対
六
一
・
六
四
％
。

（
26
）Istituto Cattaneo,La partecipazione elettorale al R

eferendum
 costituzionale del 4 dicem

bre 2016, http
://w

w
w

.cattaneo.
org/w

p-content/uploads/2016/12/CattaneoA
nalisi-Istituto--Referendum

-4-dicem
bre-2016-Partecipazione-elettorale-05.12.16.
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pdf

（
二
〇
一
七
年
一
月
二
〇
日
最
終
閲
覧
）

（
27
）
「
相
対
的
貧
困
ま
た
は
社
会
的
排
除
の
状
態
に
あ
る
者
」
と
は
、
Ｅ
Ｕ
の
「
欧
州
二
〇
二
〇
戦
略
」
に
お
い
て
以
下
の
三
つ
の
指
標
で
定
義
さ

れ
て
い
る
。
①
働
き
手
が
働
け
て
い
な
い
家
庭
の
者
、
②
相
対
的
貧
困
に
あ
る
者
、
③
物
質
的
に
激
し
く
剝
奪
さ
れ
て
い
る
者
。

	
 

①
の
働
き
手
が
働
け
て
い
な
い
家
庭
の
者
と
は
、
世
帯
内
の
成
人
（
一
八
～
五
九
歳
、
学
生
を
除
く
）
一
人
に
つ
き
、
フ
ル
タ
イ
ム
で
働
い
た

場
合
の
一
年
間
の
就
業
月
数
を
一
二
カ
月
と
し
、
そ
の
う
ち
一
世
帯
平
均
二
〇
％
（
二
・
四
カ
月
）
以
下
し
か
就
業
し
て
い
な
い
世
帯
を
指
す
。

当
該
世
帯
に
暮
ら
す
〇
歳
か
ら
五
九
歳
ま
で
の
人
数
が
指
標
の
対
象
。

	
 

②
は
、
居
住
国
で
最
低
許
容
レ
ベ
ル
の
生
活
を
営
む
こ
と
が
で
き
な
い
ほ
ど
低
収
入
で
あ
る
こ
と
を
意
味
し
、
具
体
的
に
は
そ
の
国
の
等
価
可

処
分
所
得
の
中
央
値
の
六
〇
％
以
下
の
所
得
し
か
な
い
者
を
指
す
。
③
は
物
質
的
に
欠
乏
し
て
い
る
状
態
を
指
し
、
次
の
九
項
目
の
う
ち
三
項
目

以
上
に
つ
い
て
費
用
負
担
が
で
き
な
か
っ
た
、
ま
た
は
保
有
し
て
い
な
い
個
人
や
世
帯
が
当
て
は
ま
る
―
―
1
家
賃
や
公
共
料
金
、
2
家
の
適

度
な
暖
房
、3
予
期
せ
ぬ
出
費
、4
一
日
置
き
の
肉
や
魚
な
ど
の
た
ん
ぱ
く
質
の
摂
取
、5
年
に
一
度
の
一
週
間
の
バ
カ
ン
ス
、6
自
家
用
車
、

7
洗
濯
機
、
8
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
、
9
電
話
。

（
28
）
同
じ
、
有
権
者
の
社
会
的
属
性
と
投
票
行
動
の
関
係
に
つ
い
て
の
興
味
深
い
分
析
が
あ
る
。
カ
ッ
タ
ー
ネ
オ
研
究
所
が
行
っ
た
ボ
ロ
ー
ニ
ャ
市

民
を
対
象
に
、
所
得
を
基
準
に
①
年
収
一
八
〇
〇
〇
ユ
ー
ロ
以
下
、
②
年
収
一
八
〇
〇
〇
か
ら
二
五
〇
〇
〇
ユ
ー
ロ
、
③
二
五
〇
〇
〇
ユ
ー
ロ
以

上
に
有
権
者
を
分
類
し
、
投
票
行
動
と
の
関
係
を
調
査
し
た
。
そ
の
結
果
、
①
に
属
す
る
有
権
者
の
五
一
・
三
％
、
②
が
四
七
・
一
％
、
③
が
四
〇
・

一
％
と
所
得
が
少
な
い
層
ほ
ど
多
く
の
反
対
票
を
投
じ
て
い
た
こ
と
が
分
か
っ
た
。Cfr.,Istituto Cattaneo,Refe-rendum

 “sociale” o 
costituzionale?,

	
http

://w
w

w
.cattaneo.org/press_release/referendum

-sociale-o-costituzionale-torna-il-problem
a-delle-periferie-per-il-pd/

（
29
）Istituto Cattaneo,V

oto per il N
o e voto alle elezioni politiche del 2013,p.1,

	
http

://w
w

w
.cattaneo.org/w

p-content/uploads/2016/12/A
nalisi-Istituto-Cattaneo-Referen-dum

-4-dicem
bre-2016-V

oto-N
o-e-

voto-politiche-2013-05.12.16-1.pdf

（
二
〇
一
七
年
一
月
二
〇
日
最
終
閲
覧
）

（
30
）
詳
細
に
つ
い
て
は
、
芦
田
淳
「
イ
タ
リ
ア
に
お
け
る
選
挙
制
度
改
革
」
外
国
の
立
法
、
二
三
〇
号
（
二
〇
〇
六
年
一
一
月
）
一
三
二
頁
以
下
を

参
照
。

（
31
）
判
決
の
概
要
に
つ
い
て
は
、
芦
田
淳
「
立
法
情
報
【
イ
タ
リ
ア
】
違
憲
判
決
を
踏
ま
え
た
下
院
選
挙
制
度
の
見
直
し
」
外
国
の
立
法
（
二
〇
一



二
三
九

レ
ン
ツ
ィ
内
閣
に
よ
る
憲
法
改
正
の
結
末
（
高
橋
）

五
年
七
月
）
を
参
照
。

（
32
）D

ecisione sulla legge elettorale cd. Italicum
, http

://w
w

w
.

cortecostituzionale.it/docum
enti/com

unicatistam
pa/CC_

CS_20170125174754.pdf

（
二
〇
一
七
年
一
月
二
六
日
閲
覧
）。
な
お
、

判
決
理
由
は
、
二
〇
一
七
年
二
月
一
〇
日
に
寄
託
さ
れ
た
。

（
33
）
憲
法
案
が
否
決
さ
れ
た
結
果
、
二
院
制
は
現
行
の
「
対
等
な
二
院
制
」

が
維
持
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
、
両
院
の
多
数
派
が
同
じ
に
な
る
こ
と
は

必
要
で
あ
る
。
こ
の
視
点
か
ら
見
る
と
二
つ
の
選
挙
制
度
に
は
問
題
を

孕
ん
で
い
る
。
二
つ
の
選
挙
制
度
の
概
要
に
つ
い
て
は
表
９
を
参
照
。

（
二
〇
一
七
年
二
月
一
日
脱
稿
）

（
広
島
修
道
大
学
法
学
部
教
授
）

表９　修正 Italicumと Consultellumの対照表

修正 Italicum Consultellum
基本的性格 多数派プレミアム制付比例

代表制
比例代表制

多数派プレミアム 全国の有効投票の40％を超
えた候補者名簿に総議席の
55％の議席を保障

なし

候補者名簿 筆頭候補者のみ拘束名簿 非拘束名簿
選好投票 ２票まで １票
阻止条項 全国レベルで３％ 候補者名簿連合：州レベル

で20％かつ連合内部に３％
以上獲得した候補者名簿の
存在
連合に参加しない候補者名
簿：州レベルで８％

選挙区 100＋海外選挙区 州ごとに20の選挙区＋海外
選挙区

　出典：La Repubblica 紙オンライン版　2017年１月25日付


